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青森県原子力施設環境放射線等監視評価会議　
副会長　佐伯 誠道

（1）「海洋生物の放射能に関する研究」
－主として核燃料再処理施設に係わる影響評価の研究成果－
Studies on marine organism， contaminated by radionuclides， chiefly due 
to effluents from fuel reprocessing plant

特集／那珂湊支所研究成果報告会

はじめに

放射線医学総合研究所（放医研）は“ひたちなか市”

の磯崎海岸に日本唯一の特殊な実験施設を建設して、

放射生態学研究を実施してきた。ここに、先ず、魚と

放射能の関わりについて内外の趨勢を紹介し、その一

環として、放医研・那珂湊支所の研究成果を理解頂き

たい。つまり、「日本における放射能魚との取り組み」

を紹介し、漁業関係者ばかりでなく国民の海洋放射能

への関心の深さを理解願い、次いで、海外諸国の原子

力施設における水産生物の放射能安全管理の研究情勢

に触れつつ、放医研の成果を報告する。

水産生物への放射能移行調査研究の始動

放射能マグロ等の出現

日本が原子力開発に歩み始めた頃、即ち 1954年（昭

和 29年）に、不幸にも南太平洋ビキニ環礁付近で漁船（第

五福竜丸）が核爆発実験による降灰を受けて乗組員が被

ばくした。次いで、放射能汚染した魚（マグロ等）が魚

市場に相次いで水揚げされ、魚屋や寿司屋が閉店を余儀

なくされた。

魚の放射能成分

このような食品パニックを解決するには、先ず事態の

科学的解明が必要であった。筆者は東京大学（常勤講師・

水産化学）において、これに対応した。

魚市場から運び込まれる数多の魚を解剖して放射能を

測定した結果、魚体の放射能はエラや内臓が高く、魚肉

は低かった（注：血合肉は若干高い）（図 1）

食べた折の人体の放射線影響を評価するには、放射線

を放出する物質（核種）を明らかにする必要がある。そ

こで分析に取り掛かったが、何しろ、環境・生物試料の

放射化学分析法が確立してない時代なので、分析法を検

討しながら実験（担体分属、イオン交換樹脂分離）を進

めた。魚の灰化物は燐酸等の分析を阻害する成分が多い

ので、魚灰に各種のラジオアイソトープ（RI）を添加し

て、分析方法を検証した。

このようにして確立した方法によると、「亜鉛」画分

に放射能が多く、放射線をガンマ線波高分析して「亜

鉛 -65」を確認した（日本水産学会誌　1955年、日本

学術振興会・英文報告 1956年）。このようにして「亜

鉛 -65」に加えて、「鉄 -55、-59」「カドミウム -113m、

-115m」を確認し、これらが魚の放射性物質の主成分

と断定した。また、微量の「バリウム -140」「マンガン

-54」「ストロンチウム -90」を検出した。

　降灰（東京大学・木村健二郎教授一門）と汚染海水（気

象研・三宅泰雄部長）の成分は、セリウム -144等の核

分裂生成物（注：爆発時にウランやプルトニウムから生

じる）であり（図 2）、汚染魚もアメリカの報告では核分

裂生成物としていた。

放射能魚の主成分と判明した放射性亜鉛、鉄等は、爆

発時にウランやプルトニウムからは生成しないので、疑

問を抱く向きもあった。しかし、学会の席で「分析法を

充分に検討した上での結果」と木村教授が承認された。

また米国は調査船を派遣して再調査し、ハーレイ博士

（J.H.Harley米国 AEC研究所化学部長）が追試して、日

本の結果は正しいと認定した。

魚への放射性物質移行の特性

原水爆の爆発時に中性子等が弾体その他の金属に当る

と、鉄は放射化し、銅は変化して放射性亜鉛になる。こ

のようにして生成した放射化生成物を魚が積極的に体内

に取り込み蓄積するならば、上記の分析結果は不思議で

はない。そこで筆者は、RIを添加した海水で魚を飼育

して、「魚の肉や臓器への移行蓄積は、セリウムやスト

ロンチウム等の核分裂生成物では極めて微小だが、亜鉛

や鉄等は海水濃度の 1,000倍にもなることを立証した。

「海水から、ホヤは血色素成分としてバナジウムを、

また、海藻はヨウ素を、取り込み濃縮する」と講義して

いた筆者であったが、身をもって海洋生物の物質代謝の

著しい特異性を実感した。

食品衛生上の影響評価

元素によって摂取後の人体

内での移行・蓄積・排出が異

なるので、放射線の性質の違

いと相俟って、摂取する核種

によって人への影響は著しく

相違する。したがって、汚染

魚の放射性核種が不明な折に

は、当面は危険性の高い核種

と仮定して厳しい規制を採る

事になる。ところが、放射化

学分析で明らかになった上記

の放射能魚の主成分（放射性

の亜鉛、鉄、カドミウム等）

を摂取した影響は、危険性の高い核種（ストロンチウム

-90等）に比べて 3桁も小さい。この事実と、「放射能魚

の放射能は内臓が主で魚肉は低い事実」と相俟って、「魚

市場における放射能検査基準が緩和」された。それ以降

は汚染魚の検出が到って減少し、やがて検査も取り止め

となった。いわゆる「原爆マグロ騒動」は落着した。

原子力施設と水産生物

海外においては、当時の原子力先進国では軍事利用が

先行した為もあって、環境の放射能汚染の実態は必ずし

も公開されていなかった。ところが「英国の再処理施設

液体廃棄物の海洋放出に伴う海藻のルテニウム -106汚

染」「米国ハンフォード原子力施設の廃液がコロンビア

河を流れ下って太平洋沿岸のカキの汚染」等が次々に明

らかになってきた。

そこで、ウィーンに本部がある IAEA（国際原子力機

関）は、「原子力先進国の施設側が放射能放出の実態を

発表した上で環境安全管理を説明し、世界の環境科学

者と共に検討する最初の国際会議」開催を提唱した。若
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図1：魚体各組織の放射能
（台湾の東100マイルで1954年5月に漁獲のシイラ8尾の平均）

図2：南太平洋における核爆発実験による環境の放射性核種の分布（1954年）

講演中の佐伯氏
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干の紆余曲折があったものの、1959年に「IAEA主催、

UNESCO、FAO後援：放射性廃棄物処分に関する国際

科学会議」がモナコ公国で開催され、31ヶ国から推薦さ

れた 283名の科学者と 11国際機関代表が参加した（注：

この会議の主宰科学担当は当時 IAEAに出向中の筆者）。

このような状況に対応する為に、アメリカのコロンビ

ア大学水産放射能研究所やイギリスのローエストフト水

産庁放射能研究所に加えて、フランス、ドイツ、IAEA（モ

ナコ）に海洋放射能研究所が発足した。

その後、日本は茨城県に核燃料再処理施設を建設する

こととなり、原子力委員会は 1966年（昭和 41年）7月

に「放射性廃棄物の海洋処分に関する調査研究」の推進

を決定した。科学技術庁の指示により（財）原子力安全

研究協会に設けられた「放射性廃液の海洋放出調査特別

委員会（放医研所長を含む約 200名の科学者で構成）（略

称：海放特）」の方針に従って、RI添加海水で海洋生物

を飼育しての実験を進めることになった。その為に、放

医研は 1968年に臨海実験場の組織を発足させた。再処

理施設建設の事前安全評価に役立たせるには、実験施設

を早急に設置する必要があった。この折に、茨城県知事、

茨城県議会、那珂湊市長、那珂湊市議会は誘致を決め

て、海岸の貴重な土地を提供して下さった。お陰で、磯

崎海岸に実験研究棟を 1969年に竣工し、研究に取り組

むことが出来た。同年 10月には、皇太子殿下（今上陛

下）の行啓ご視察を賜った。ここでの研究の進展に伴っ

て、国内ばかりでなく国際的交流も盛んになった。そこ

で、陸圏も加えて放射生態学研究を充実することになり、

1975年には研究棟を増築して那珂湊支所となった。

那珂湊･臨海実験場における
海洋生物研究成果

放射性廃液の海水中の挙動

核分裂生成物の主要成分であるセリウム -144を海水

に添加した場合の物理化学的挙動を、ろ過、イオン交換、

溶媒抽出等で追究した。イオンとして海水に導入され

たセリウムは加水分解されて、著しく吸着性の強い化学

種となり海水懸濁物や海底堆積物に吸着され易い事が分

かった。野外観測によっても、沿岸では粒子状での存在

が主体だが、沖合の清浄な海水中ではイオン状での存在

が認められた。

英国の核燃料再処理工場廃液のルテニウム -106は、

海藻に著しく濃縮し食品衛生上注目されているが、海水

中で化学変化が著しく挙動が不明であった。そこで、電

気泳動法により検討した処、放射性廃液のルテニウムは

海水と接触して錯イオン種を形成して放出口付近に沈降

堆積し易いが、可溶性部分は海流と共に移動しつつ魚介

藻類へ移行し易い化学形に変ると分かった。

生物への濃縮

ルテニウムのハマグリへの濃縮を検討した結果、内臓

では海水中で安定なニトロ化合物が著しく、これに反し

て貝殻や鰓ではニトラト化合物やクロロ化合物の方が高

かった。海藻へのルテニウムの移行を電気泳動法により

検討して、「ニトロ <クロロ <ニトラト」の順に濃縮が増

加する傾向を認めた。生物の種別にみると「魚 <軟体動

物 <褐藻 <紅藻」の順にルテニウムの濃縮が著しかった。

上記は、挙動が全く不明であったルテニウムについて

例示したに過ぎない。原子力施設から放出を予測される

数多の放射性核種の海洋生物への移行・排出について、

精力的に実験を進めた。即ち、ストロンチウム -90、セ

シウム -137、セリウム -144、ジルコニウム -90、ヨウ素

-131、マンガン -54、鉄 -59、コバルト -60、亜鉛 -65等

の魚介藻類への濃縮係数（海洋生物と海水との放射性核

種または安定元素の濃度比）を、RI実験により求めた。

また、海水と生物との安定元素を原子吸光分析法等によ

り定量して濃縮係数を算出した。

生物濃縮に影響を及ぼす環境要因

生物が生息する環境条件の違いが、放射性核種の生物

濃縮等に及ぼす影響の程度を究明した。臨海実験場には

日本各地の漁業関係者が頻繁に来訪された。実際に活魚

を用いての実験を目の当たりにしての「海洋環境安全管

理の説明」に、理解を示し安心なさった。したがって、

茨城県沿岸海水を使っての実験成果が全国的に通用する

ことを、理論的のみでなく実証して研究成果の普遍的活

用を図った。

　光：海藻では、セシウム 137等の移行のように光の照

度を上げると倍増する例があったが、ストロンチウムや

ルテニウム等への移行・排出では光の影響は殆ど認めら

れなかった。各地の沿岸海域の状況の相違程度では、影

響は少ない。

　湿度：棲息海水の温度による影響を、サバ、メジナ、

ハマグリ等の亜鉛、コバルト等の移行・排出につき実験

して検討した。放射性核種の生物濃縮は温度の上昇に伴

い増加の傾向を示すが、その程度は 10℃の温度差に対し、

せいぜい 2倍程度であった。

　海水塩分濃度：海水の塩分濃度が変れば放射性核種の

安定同位元素濃度が変化するから、濃縮に影響を及ぼす

訳である。しかし、茨城県沿岸海域で観察されている程

度の海水塩分濃度（28-42‰）の範囲では、放射性のス

トロンチウム、亜鉛、セシウムの生物濃縮の変化は、ア

ワビについて倍増の例があったものの、魚では殆ど認め

られない程度であった（注：塩分濃度の大きな変化、つ

まり、淡水、汽水、海水における魚の放射性核種の取り

込みと排出の相違については、その後に精査され細かく

究明されている）。つまり那珂湊での研究成果は、日本

全国に通用することを立証した。

放射性物質の移行機構

魚が体内に放射性核種を取り込む経路として、エラを

通じての直接吸収と、餌等を通じての消化管吸収とがあ

げられる。カレイ、ヒラメ、ホウボウ等についての実

験によると、消化管吸収が 20-80%と良いのがセシウム

-137、亜鉛 -65、ヨウ素 -131で、5-10%と中程度なの

がコバルト -60、マンガン -54、ジルコニウム -90、スト

ロンチウム -90であり、極めて吸収の悪いのはルテニウ

ム -106、セリウム -144であった。

図示したセシウムについての結果が示すように、海水

と餌の両方からセシウム -137が取り込まれる場合は、

両者を加算した値に一致した（図 3）

皇太子殿下（今上陛下）の臨海実験場御視察（1969年10月26日）
（右から、岩上二郎茨城県知事、皇太子殿下、佐伯場長、木内四郎科学技術庁長官、藤
波恒雄科学技術庁事務次官）
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図3：メジナのセシウム-137の取り込み

F
e

a
tu

re
 :  M

eetin
g

 fo
r P

resen
tin

g
 R

esearch
 R

esu
lts o

f N
akam

in
ato

 Lab
o

rato
ry fo

r M
arin

e R
ad

io
eco

lo
g

y

特
集　

那
珂
湊
支
所
研
究
成
果
報
告
会

6月号0620.indd   6-7 08.6.24   0:32:03 PM



8 放射線科学　Vol.51  No.6   2008 9放射線科学　Vol.51  No.6   2008

なお、放射性核種を高度に濃縮した砂泥表層に棲む魚

（カレイ等）の生物濃縮係数は、海水の放射性核種濃度

と相関があるが、砂泥の影響は少ないと分かった。多く

の放射性核種は砂泥と強固に結合し、「生物に取り込ま

れ易い可給態」で無い為と考えられる。

指標生物

放射性核種を著しく濃縮する生物（指標生物）の放射

能を測定して海水汚染水準を把握して、放射能モニタリ

ングを簡易化する事が出来る。タコの特有な臓器である

エラ心臓が海水の 3万倍のコバルトを濃縮すると分かっ

たので、指標の一候補と思われる。指標生物の選定に関

して、海水汚染の短期変化（日または週変化）に適した

海藻等と、四季別または年間の変化の把握に適当な軟体

動物等とについて考察した。

放射性廃液の海洋放出による影響評価

この研究によって検討された「魚介藻類の濃縮係数」

と「沿岸住民の食品消費実態調査データ」とに基づいて、

住民の体内被ばく線量を算出した。

他方、当時の茨城県沿岸ではシラス、シラウオの漁獲

が多く、漁業者の主な収入源であった。漁民の方々から

「風評で価格が下がらないように頼むよ」と言われてい

たし、漁業権消滅の協定も結ばれていなかった頃なので、

廃液放出口の真上にいるシラス等の放射能を予測する必

要があった。

さて、シラスは実験室での飼育が困難であったが、努

力を重ねた末に、放射性物質の取り込みと排出の情報を

得た（図 4）さて、殆ど遊泳しない（注：茨城県水試が

実験し確認）シラスが廃液放出口の真上にいたとしても、

海流と共に移動するので棲息水塊の放射性核種濃度は次

第に低下する。したがって、「海流の流速（注：原研が観

測）」と「RI実験で求めたシラスによる核種の“取り込み”

と“排出”の速度」とから計算すると、放出口よりルテ

ニウムで 1km、セリウムでは 3km離れた海域が最高の

生物濃縮となるが、顕著な濃度では無いと分かった。地

元の皆様に安心して頂くことが出来た。

これらの成果は、海放特の専門委員会での検討を経て、

国による核燃料再処理施設（東海村）の安全審査および

操業開始時の評価に寄与した。

その後、青森県六ヶ所村に建設の日本原燃株式会社の

再処理工場の安全評価に関連し、コバルト -60、セリウ

ム -144、ルテニウム 106、セシウム 137、亜鉛 -65の魚

網への移行係数を実験により求めた。セリウム -144が

580であり最高であった。このデータは、漁業従事者の

外部被ばく線量評価に使われた。また、青森県沿岸で獲

れたヒラメやクロソイ等の活魚を RI添加海水で飼育し

て、各種の放射性核種の取り込みや排出等を調べて濃縮

係数を検討し、安全評価に資した。

学術発表・国際交流

ここに記載したのは、那珂湊支所の海洋生物関係研究

成果の一部に過ぎない。この他にも、放射性物質や微量

安定元素の海洋生物への移行機構に関して、多くの学術

的成果が得られた。研究成果は、放医研・海洋放射能

調査報告書（NIRS-R-3,Oct.1974）に集約したのを手始

めに、逐次に日本水産学会誌、日本放射線影響学会誌、

Radioisotopes誌等に発表した。更に、数次に亘り IAEA

シンポジウムに報告し、それらの論文は IAEA出版物と

して刊行された。また、データは（財）原子力環境整備

センター（原環センター）刊行の「環境パラメータ・シリー

ズ」に収録されている。そして IAEAが環境放射能によ

る被ばく評価のパラメータを設定するにあたって、魚介

藻類の放射性核種の濃縮係数等に放医研のデータが寄与

した。

海外から数多の著明科学者の来訪をうけ、研究討論の

機会に恵まれた。すなわち、ヨセフ IAEA国際海洋放射

能研究所長、エンゲル英国水産庁放射能研究所長、テイ

ト IAEA保健安全部長、バーンズ英国 AEA顧問、ガン

グリ印度原子力委員会、グルーブレヒト IAEA事務次長、

ワロウシャック OECD/NEA保健物理部長、テンプルト

ン教授等の多数であった。なかんずく、IAEA研究局長

であったグルーブレヒト教授は 3回来訪し、毎回 2日間

にわたり討論会に参加し、その後、ドイツ国ハノーバー

大学準教授を放医研外来研究員として半年に亘り派遣し

た。その他、トルコ、韓国等から長期滞在の研究生を受

け入れて、国際交流と研究促進を図った。また、国際協

力事業団・筑波国際センターに協力して、環境や放射線

に関しての研修に当った。

おわりに（謝辞）

日本の核燃料サイクル計画の要である核燃料再処理施

設（東海村）の建設に先立って、放射性廃液海洋放出の

安全評価に関する研究実施が急務となった折に、茨城県

と那珂湊（ひたちなか）市に好意ある誘致をして頂いた

ので、単年度で磯崎海岸に実験研究棟を完成することが

出来た。水道の敷設等の便宜を図って頂いたのに加えて、

研究所職員のレクリエーションの為にスポーツ設備の便

宜まで供与して頂いて、感謝の日々であった。お蔭様で、

「RI添加海水で活魚を飼育できる日本唯一の実験施設」

で多くの貴重な科学データを獲得することが出来た。

1977年 4月に大型水槽溢水事故を起し、市への報告

遅延等で迷惑をおかけした。当時、筆者は海外（ウィーン）

勤務中（IAEAライフサイエンス部長）であった。帰国後、

直ちに市長殿にご挨拶したところ、市議会各位共々にご

寛恕を頂き、皆様の暖かい心と研究への深いご理解とに

感動一入であった。永年にわたり、本当に有難うござい

ました。

図4：シラスの放射性物質「取り込み」と「排出」

（時間）
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はじめに

クリティカル・グループ（critical group）とは、核燃

料再処理施設のような原子力施設から環境に放出される

放射線や放射性物質によって、最も被ばくすると見込ま

れる集団をいう。その集団の放射線安全が守られれば、

それ以外の人たちの安全も担保されることになるので、

クリティカル・グループを見つけることは、廃液の放出

量の制限等、地域住民の放射線安全を守るための対策を

たてる上で、重要であった。少なくとも当時の放射線防

護上の考え方に基づく線量評価のプロセスでは極めて重

要であった。

ここでは東海再処理工場から放出管を通して海洋に放

出される放射性核種が、海産生物に取り込まれ、その海

産生物を食べることによって、受ける線量（内部被ばく

線量）が、最も高くなると見込まれる集団の選定につい

て述べる。

クリティカル・グループは、「決定集団」と訳されて

いるが、故三宅泰雄先生によれば、critical の語源は、

suspicious（疑わしい）であるという。その意味では「線

量が最も高くなると疑われる集団」とするのが妥当かも

しれないが、本稿ではそのまま「クリティカル・グループ」

あるいは critical groupという言葉を使うことにする。

筆者がクリティカル・グループを選定する調査を分担

することになったきっかけは、放射線医学総合研究所（以

下放医研）が、東海再処理工場の環境安全審査に関連し

て、原子力委員会決定により組織された「放射性廃液の

海洋放出調査特別委員会（以下海放特）」（事務局：財団

法人原子力安全研究協会、以下原安協）の調査研究の一

角を占めることになったからである。

「海放特」が組織されたのは 1966年（昭和 41年）で

ある。放医研は直ちに東海支所において、海産生物によ

る放射性核種の濃縮実験を開始した。1968年那珂湊市

磯崎に臨海実験場が開設されると、海放特と連携を保

ちながらも、同施設を核とする放医研の海洋調査研究が

開始された。主な事業は、大型 RI実験水槽を用いた放

射性核種の海産生物による濃縮実験とクリティカル・グ

ループを選定するための調査であった。但しその調査は、

主に東海支所東海研究室で実施された。

放医研として環境放射能安全研究の一層の充実を図る

ため、本所（千葉市稲毛）の環境汚染研究部と東海支所

東海研究室と臨海実験場を統合して、現在の那珂湊支

所が誕生したのは 1975年 6月である。海洋における放

射性核種の分布や挙動に関する研究など、海洋放射能に

関する研究機能の拡充に加え、新たに陸圏における放射

性核種の挙動や人の線量評価に係わる研究などが加わっ

た。筆者も標記実態調査のほかに、放射性ヨウ素の葉面

沈着や経根吸収、食品の調理加工による放射性核種の除

染に関する調査研究などに従事したが、本稿では標記の

課題について述べる。

クリティカル・グループの選定経過と
海産物消費量について

海産物の消費実態調査は、海放特の報告書が取りまと

められた 1972年以降も、引き続き原安協からの委託事

業として、さらに旧動燃からの委託事業として継続実施

された。

調査は茨城県沿岸の主要な漁港（南は大洗から北は大

津港まで）の漁業者と比較対照としての非漁業世帯につ

いて、海産物に重点を置きながらも食事全般の消費実態

について調査した。海産物だけに限定すると、調査結果

にかたより（偏り）が生じることが分かったからである。

従って表題としては「食品消費実態調査」が正しい表現

であるが、ここでは特に「海産物の消費実態」について、

共同研究者だった故住谷みさ子氏の解説１）、２）を借用し、

その概要を述べることとする。

調査は家庭訪問し、1日分の食事の聞き取り調査を行

（財）環境科学技術研究所
　理事長　大桃 洋一郎

（2）「茨城県沿岸における海産物消費実態調査」
‒ 放射性廃液の沿岸放出に係わるcritical groupの選定 ‒
Survey on marine food consumption along the coastal area of ibaraki 
prefecture

特集／那珂湊支所研究成果報告会

うと共に、聞き取り調査に答える主婦に、記入要領を伝

え、食事の内容を毎日記録してもらう日誌方式（季節ごと

に 5～7日間）を採用した。問題は、食べた量をなるべ

く正確に記入してもらうこと及び食事内容に「普段とは

違う気配り」をしないようにしてもらうことである。そ

のために容器の大きさや体積から重量を推定する換算係

数を戸別に（世帯ごとに）求めること、繰り返し調査す

ることが要求される。特に日誌を回収するとき、重量換

算に必要な情報を、洩れなく聞き取ることが大切である。

放射性廃液の海洋放出に起因するクリティカル・グ

ループの選定には、海産物の消費量に加え、線量計算に

必要な放出廃液の量や核種組成、その海洋拡散や海産生

物による放射性核種の濃縮係数などの情報が必要であ

る。しかし取っ掛かりとしては「地先でとれる海産物」

を最も多く摂取すると見込まれる集団、すなわち沿岸漁

業者集団に着目することとした。実際調査してみると、

当時の漁業集団は、遠洋（大型船）、沿岸（小型船）お

よび採藻・採鮑の３集団から成り立っていた。出漁中の

遠洋漁業専従世帯の留守宅の海産物摂取量は、対照の非

漁業世帯に類似していた。従って当初の見込み通り、ク

リティカル・グループは、沿岸（小型船）及び採藻・採

鮑専従世帯の中から選定することになった。消費実態調

査から一人一日当たりの食品消費量を求める問題点の

一つは、家族構成員の平均値しか得られないことであ

る。実際は家族構成員間で消費量に差があるはずである

が、個人個人の消費量を記入してもらうことは難しかっ

た。平均値を求める際に消費量の少ない乳幼児を加える

と、平均値が低くなり、線量の過小評価につながる恐れ

がある。そこで学齢未満の乳幼児は家族構成員の数から

除外した。なお乳幼児については別途考慮することとし

た。このようにして求めた魚種別海産物消費量につい

て、人数（実際には世帯数に相当）を縦軸に、消費量を

横軸にとり、分布を調べると、多くの場合対数正規型の

分布を示した（文末の図参照）。クリティカル・グルー

プおよびその消費量としては、消費量の高いほうから

５％に相当する集団を選び、その平均値を同グループの

消費量とした。

放出口からの染料流しの実験などから、放射性廃液の

拡散情報が得られ、その情報から当時の那珂湊市平磯、

磯崎の沿岸漁業者の中から、上述の方法でクリティカル・

グループを選定しその消費量を求めた。

人
数

消費量

人
数

消費量

対数正規分布図 海産物摂取量の分布（イメージ）

F
e

a
tu

re
 :  M

eetin
g

 fo
r P

resen
tin

g
 R

esearch
 R

esu
lts o

f N
akam

in
ato

 Lab
o

rato
ry fo

r M
arin

e R
ad

io
eco

lo
g

y

特
集　

那
珂
湊
支
所
研
究
成
果
報
告
会 講演中の大桃氏

6月号0620.indd   10-11 08.6.24   0:32:06 PM



12 放射線科学　Vol.51  No.6   2008 13放射線科学　Vol.51  No.6   2008

放射性核種摂取量の推定と線量評価

海産物（n）を通して摂取される放射性核種の量（An）

は、その海産物が水揚げされた海域の放射性核種濃度

（Csw）と、海産物（n）による濃縮係数（Fn）及び海産

物（n）の消費量（Rn）から計算により求めることがで

きる。即ち

An = Csw × Fn × Rn　・・・・・・・（１）

海産物の水揚げされた場所（海域）は、別途漁場調査

により調べた。

漁場における放射性核種濃度（Csw）は、海洋におけ

る放出廃液の拡散方程式や放出源情報と染料流し実験の

希釈率などから求め、濃縮係数（Fn）は臨海実験場など

で得られた値を、また海産物消費量については、クリティ

カル・グループの場合は、上述の方法で求めた値を用い、

それぞれ（１）式により、核種別、魚種別に放射性核種

の摂取量を求めることができた３）。

当時はその摂取量から、核種ごとに標的器官（critical 

organ）に対する線量を計算するにとどまり、線量が同

等で、標的器官が異なる場合、どちらが重要か相互比較

できなかった。

ICRP が 1977 年に放射性核種ごとの年摂取限度

（Annual Limit on Intake、ALI）を勧告したときに、

ALIとの比の値を指標にして、内部被ばく線量に最も

大きな寄与をすると見込まれる放射性核種（critical 

nuclide）と海産物（critical marine food）を選定するこ

とができた４）。

おわりに

この調査は、東海再処理工場の稼動前に開始された。

そのため放出量も廃液中に含まれる核種組成も、稼動後

とはかなり隔たりがあった。

またクリティカル・グループの消費量についても、本

調査結果をベースにしながらも、さらに安全側に加工さ

れている。従って、具体的な成果、例えば消費量の値、

線量に最も大きな寄与をすると見込まれる放射性核種名

や魚種名（critical nuclideや critical marine food）には

触れなかった。実状とはあまりにもかけ離れていたから

である。その理由は、前述したように放出放射能の量

を達成できり限り低く抑えるという国の方針にしたがっ

て、低減化のための E施設、Z施設を独自に開発設置

したため、放出量や核種組成が当初計画から大幅に変

更されたからである。従って、critical group の選定法、

critical nuclide や critical marine foodの選定法に重点を

置く記述となった。かれこれ 40年前の調査記録を読み

返し感無量である。
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放射線防護研究センター　特別上席研究員
内田　滋夫

（3）「水、土壌、農作物と放射能」
 －陸域環境放射能研究－
Water, soil, crops and radionuclides
- Studies on the behavior of radionuclides in the terrestrial environments -

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の内田氏

1.はじめに

環境中には多くの放射性核種が存在している。それら

は自然放射性核種と人工放射性核種の二つに分けること

ができる（表 1）。さらに自然放射性核種は、地球（大地）

起源のもの（例えばカリウム -40やルビジウム -87、ウ

ラン -238、ラドン -222等）と、宇宙線との相互作用に

より生成する核種（ベリリウム -7や炭素 -14等）とに

大別される。

一方、環境中の人工放射性核種は、過去に行われてい

た大気圏内核実験を起源とした核分裂による生成核種

がほとんどを占めており、その代表的な核種としてはセ

シウム -137やストロンチウム -90が挙げられる。近年

では放射性医薬品用の短半減期の放射性核種（テクネチ

ウム -99mやヨウ素 -123等）も人工的に製造されてい

るが、これらはすぐに減衰していくので、環境中にはほ

とんど見いだされない。核実験由来の核種は、いわゆる

放射性降下物（フォールアウト）として、長期間にわた

り大気から地表に降下し続けてきた。その結果として、

半減期が長い核種は現在でも環境中に分布している。さ

らに、原子力発電所などの原子力諸施設からも、環境中

に存在する放射性核種からの線量に比べて充分に低く、

人体に影響を及ぼさない程度ではあるが、人工放射性核

種が環境中に放出されている。また、近い将来本格稼働

する再処理施設からも、同じく極微量ではあるが放射性

核種が環境中に出てくる可能性があり、将来にわたり、

わずかずつ人工放射性核種の量は増加の傾向になると

予想される。

このように人工放射性核種に関しては様々な起源のも

のがあるが、これらの人工放射性核種の人体への移行お

よび人体の被ばく線量を予測し、それらからの線量を低

減させるためには、環境中における放射性核種の挙動を

明らかにする必要がある。そこで、放射線医学総合研究

所では、那珂湊支所の環境放射生態学研究部が中心とな

り、陸域環境における人工放射性核種の挙動を明らかに

するための調査・研究が進められてきた。本稿では、那

珂湊支所環境放射生態学研究部で行われたこれまでの調

査・研究の成果について紹介する。

2.放射性核種の移行経路について

環境中に放出され、地表に近づいた放射性核種は、様々

な経路で人体に到達する。その中でも、放射性核種が農

作物に移行し、その農作物を摂取することにより放射性

核種も人体へ移行していく経路は最も重要なものの一つ

（1570万年）

表１：環境中に見いだされる主な自然放射性核種と人工放射性核種
（かっこ内は物理学的半減期）

F
e

a
tu

re
 :  M

eetin
g

 fo
r P

resen
tin

g
 R

esearch
 R

esu
lts o

f N
akam

in
ato

 Lab
o

rato
ry fo

r M
arin

e R
ad

io
eco

lo
g

y

特
集　

那
珂
湊
支
所
研
究
成
果
報
告
会

6月号0620.indd   12-13 08.6.24   0:32:08 PM



14 放射線科学　Vol.51  No.6   2008 15放射線科学　Vol.51  No.6   2008

である（図 1）。そこで、環境放射生態学研究部では、土

壌中の放射性核種の動き、土壌中や大気中から農作物へ

吸収される程度、さらに食事中に含まれる放射性核種の

量や人体への移行の程度等の研究が行われてきた。

特に環境中の放射性核種が農作物へ移行する経路に着

目すると、大きく分けて 2つ考えることができる。一つ

は、大気中から直接、農作物の表面へ移行する経路（直

接沈着経路）、もう一つは、放射性核種が土壌に降下し、

それらが農作物の根から吸収される経路（経根吸収経路）

である。大気からの降下量が多い期間は、大気から農作

物表面（例えば葉や穂）への直接沈着経路が重要であり、

またほとんど地表に落ちてしまって降下量が少なくなっ

た期間では、土壌中に留まった放射性核種の経根吸収経

路が重要となる 1）。なお、直接沈着経路による農作物の

汚染は、大気からの降下量に依存するので比較的短期間

であるのに対し、経根吸収経路では、ほとんどの放射性

核種は土壌粒子に固定されてしまい土壌中に長く留まる

ことから、農作物への汚染は少しずつではあるものの、

十数年から数十年以上続くことに注意を払う必要がある。

このような研究を進めるためには、様々な国や地域に

住んでいる人々がどのような食品を主に摂取しているか

ということを知っておく必要がある。なぜなら、国や地

域により対象となる農作物が異なるためである 2）。図 2

に、様々な国の国民一人当たりの 1日の食品摂取量の構

成を示す 3）。すべての食品を 12品目に分類し、総摂取

量に対する割合（%）で表示したものである。この図か

ら、食品摂取のパターンは、西欧型とアジア型の 2つに

大別できることが分かる。すなわち、欧米型の国は、肉・

乳製品など畜産物の摂取量が多く、一方アジア型の国は、

野菜・穀類などの農作物の摂取量が多い傾向にある。ま

た、我が国における特徴的な点として、魚介類の摂取量

が多いことが挙げられる。図には示していないが、同様

の傾向が隣国の韓国でも見られる。このように、国によ

り主要な食品が異なるため、研究の対象として重要な農

作物も異なる。

さらに、農作物への放射性核種の移行は、農作物の種

類だけでなく、その地域の気候（気温や降水量など）や

土壌の種類、植物の栽培法や生育期間等の影響を強く受

ける。したがって、これらの環境が我が国とは異なって

いる、欧米で用いられている放射性核種の移行経路やそ

の移行量予測のためのパラメータについて、それらが我

が国で適用できるものであるのかどうかを検討しておく

こと、そして適用できないものについては、我が国の実

状を反映した放射性核種環境移行パラメータを整備して

おく必要がある。さらに、何が差を生じる原因となったの

かを解明しておくことも重要である。このような観点か

ら、我々は研究を進め、多くの成果が得られてきた。　

　以下にこれまでの研究の内容について少し詳しく述べる。

図１：放射性核種の農作物経口摂取による人への移行経路 図２：いろいろな国における一人一日当たりの食品消費割合（％）（FAO集計データ2004年分より）
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3.陸域環境中での挙動

3－1.土壌中での挙動

大気中に放出された放射性核種は、雨に取り込まれた

り（溶存態）、気体状や粒子状であったりと、様々な形

態で地表に降下してくる。加えて、農耕地土壌の場合、

このような直接降下だけではなく、灌漑水からも放射性

核種が供給される場合がある。一旦土壌に混入してしま

うと、核種により程度は異なるが、土壌に収着され移動

しにくくなる傾向がある。土壌中における核種の挙動を

左右する主な因子は、核種の土壌への収着の程度と間隙

水の移動速度である。一般に、地表付近や地下帯水層に

おける間隙水の動きは、河川水のように速くないため、

核種の土壌への収着の程度が、土壌中の核種挙動の支配

要因となる。

放射性核種の土壌への収着の程度を表すパラメータ

として、土壌－土壌溶液分配係数（Soil-soil solution 

distribution coeffi cient、 Kd）を用いるのが一般的である。

Kd は、土壌と土壌溶液間における核種の収着反応が平

衡状態にあるときの分配を示す係数であり、次式で表さ

れる。

（L/kg）　（1）

Kd は、放射性核種の地下水中での挙動予測や表層土

壌における滞留時間の予測等のために用いられる環境移

行パラメータである。Kd は、土壌の種類・特性と、放

射性核種の種類や化学形に大きく影響を受ける。一般に、

溶液中において陽イオンで存在する放射性核種（例えば

セシウムやストロンチウム）は土壌によく収着され、陰

イオンで存在するもの（例えばヨウ素やテクネチウム）

はあまり収着されないことが知られている。放医研では、

様々な土壌を用い、多くの核種のKd を求めてきた 4-11）。

図 3は、全国から収集した水田土壌および畑土壌の Cs

および SrのKd を纏めたものである 12）。SrのKd は 100

から 1000程度であり、Csは数百から数万の範囲である。

どちらも、水田土壌と畑土壌で差が認められる。日本の

農耕地土壌でも、土壌によって収着の程度が大きく異な

る。したがって、様々な土壌試料に対して放射性核種の

挙動を調べて、どの土壌特性が最も影響しているのかを

明らかにする 13、14）ことは重要である。

3－2.農作物への移行

（1）土壌中から農作物へ

土壌中、特に表層の根圏域（0から 20-30cm程度の深

さ）に含まれる放射性核種が、経根吸収により農作物へ

移行する程度を表すパラメータとして、次式で表される

土壌－農作物間移行係数（Transfer factor、 TF）が良く

用いられる。

核種の固相濃度（Bq／kg）

核種の液相濃度（Bq／L）
Kd =

101 102 103 104 105
.01
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1
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99.99

Paddy field (Sr-Kd)
Paddy field (Cs-Kd)
Upland field (Sr-Kd)
Upland field (Cs-Kd)

図３：水田および畑土壌におけるCsとSrの分配係数

放医研では、土壌に放射性核種を添加し、農作物を育

て、収穫時の農作物中と土壌中の放射性核種濃度を測定

して TFを求める方法（RIトレーサー実験）15-19）と、野

外で観察されるフォールアウト核種を測定する方法 20-22）

の両方を用いて調査・研究を行ってきた。その結果、農

作物の種類や核種などにより、放射性核種の農作物への

移行が異なることが分かった。図 4に RIトレーサー実

験により得られた TFを示す 23）。農作物の中でもホウレ

ンソウやレタスなどの葉菜類へは移行しやすいことが

分かる。さらに、MnやZnなどの必須元素は移行しやす

く、ヨウ素などは非常に移行しがたいことも分かった。

例えば、我々の研究では、可食部である玄米へのヨウ素

の TFは約 0.004という値が得られた 16）が、この値は、

国際原子力機関（International Atomic Energy Agency、 

IAEA）が集計し農作物全般に対して推奨している値 24）

である 0.02 よりも、1ケタ小さいことから、同じ量が

土壌中に含まれていても玄米へは移行しにくいことが分

かる。

近年では、放射性核種の代わりに微量安定元素の濃度

農作物（可食部）中の放射性核種濃度
（Bq／kg乾物重）

土壌中の放射性核種濃度（Bq／kg乾燥重）
TF =

（2）

図４：土壌中から農作物への放射性核種の移行係数
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分析等によっても、環境移行パラメータを収集してい

る 25-28）。図 5は、全国から農耕土壌とそこに生育して

いる農作物を収集し、微量安定元素分析により安定元素

の TFを求めたもの 27）である。図には、我が国で得られ

た玄米および麦類への TFを示すと共に、比較のため、

IAEAが 1994年に出版した様々な移行パラメータを纏

めたデータハンドブック（TRS-364）29）に掲載されてい

る穀類の TFも示してある。この TRS-364に含まれてい

るデータは主として欧米で得られた温帯地域のものであ

る。我が国の TFと比べると、全体的に TRS-364の値

の方がやや高い傾向があることが分かる。前述したよう

に、環境における放射性核種の移行は、その地域の気候

や土壌、栽培方法などにより異なることが指摘されてお

り、現在、熱帯・亜熱帯地域など、多くの地域からデー

タを収集し、TRS-364の改訂版を出版する作業が進めら

れている 30）。この改訂版には、放医研が取得したデータ

が取り入れられる予定である。

このような微量安定元素の情報について、実はまだ世

界的にはデータが不足していることもあり、これらの

データは作物学や植物生理学、土壌学等の分野において

も貴重なものである。

（2）大気中から農作物へ

大気中に存在する放射性核種が農作物表面へ移行する

量は、農作物の形状の違い、放射性核種の物理的・化学

的性状、気象条件（特に雨量）などにより異なる。欧米

では牧草やホウレンソウなどの葉菜類に関して、多くの

研究が行われてきたが、日本ではその様なデータは求め

られていなかった。そこで、放医研では管理区域内にお

いてヨウ素曝射装置（写真 1）を設置し、大気中から植物

への移行量を求めてきた。この装置は大きな密閉型植物

栽培装置で、ガス状ヨウ素を植物に暴露することが可能

であった（図 6）。本装置は上部に約 3m3の曝露スペース

があり、下部には装置内のヨウ素濃度が均一になるよう

にファンが設置してある。装置内の温度、湿度もコント

ロールできるように設計されており、さらに、装置の最

上部には植物栽培用の照明があり、比較的長時間の実験

も可能であった。この装置を使っての研究は幾つか挙げ

られるが、特に大きな目的としては、以下の 2点である。

1）日本の気候での農作物への放射性ヨウ素の沈着データと

　 欧米のデータとの比較

2）米への移行パラメータの取得

実験の結果を表 2に示す。ホウレンソウなど葉菜類へ

の放射性ヨウ素の移行（沈着速度）31、32）は欧米の値 33）

とほぼ同じであること、籾への移行量は、牧草やホウレ

ンソウの値と比べると 2桁以上低いこと 34-39）、などが分

かった。大気中のヨウ素に関しては、色々な化学形が報

告されているので、放医研でも幾つかの化学形のヨウ素

を使って実験を行い、化学形による大気からの移行量の

違いや、米の中の分布、すなわち籾の表面に止まってい

るのか、中まで入っているのか、というようなデータも

取得した。籾中のヨウ素の分布はヨウ素の化学形により

大きく異なることが明らかとなった。元素状ヨウ素の場

合、ほとんど籾表面に止まり玄米への移行は 5%以下 36）

であるが、ヨウ化メチルの場合は、約 50%が玄米へ移

行する 39）ことが分かった。

4.おわりに

本報告では、放医研那珂湊支所で行われてきた陸域に

おける研究について、大気―土壌―農作物系を中心に簡

単に紹介した。ここで書いた研究以外にも多くの調査・研

究、例えば、129Iや 99Tc等の極微量放射性核種分析法の開

発 40-46）、ICP-MSによる長半減期核種分析法の確立 47-50）、

ICP-MSによる同位体測定 51-55）、標準日本人に関する研究
56-58）、食品摂取による放射性核種の人体への移行に関する

研究 59-61）、などが行われてきた。紙面の都合上すべてを

紹介することはできなかったが、これらの成果は、すで

に論文、報告書やデータ集にまとめられ公表されている
62-73）。

これら一連の研究は、一部は終了したものもあるが、

ほとんどは、現在放医研で行われている環境放射能影響

研究に引き継がれており、今後も成果を報告しつつデー

タベース等を作成 74）して、より広く利用されるように

努力していく。
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海洋生物環境研究所
中原 元和

（4）「食の安全を求めて」
－海産生物濃縮実験－
Quest for safety in food
- Laboratory experiments for bioaccumulation of radionuclides by marine organisms - 

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の中原氏

はじめに

いろいろな供給源から海洋に導入される放射性核種

は、大量の海水で希釈・拡散されながら広い範囲に分布

する（図 1）。海の中では、植物プランクトン、海藻など

の一次生産者から始まり、動物プランクトン、貝類、甲

殻類などの低次の消費者、さらに魚類などの高次の消費

者が複雑に関係を持ちながら生活している。沿岸域では

生物の種類やその存在量も多く、複雑な生態系を作り出

している。この様な海洋生態系に放射性核種が入ってく

ると、海産生物は放射性核種を体表面に吸着したり、体

内に取り込んで放射性核種を濃縮・蓄積する場合がある。

我が国においては、海藻類、甲殻類、軟体類、魚類と多

種多様な海産生物を食用として利用しているため、海洋

生態系に入ってきた放射性核種を食用となる海産生物が

どの程度まで濃縮・蓄積するかを知ることが日本人の食

の安全のために求められ、茨城県ひたちなか市にある放

医研・那珂湊支所では海産生物の放射性核種濃縮に関す

る情報を得る目的で水槽実験が行なわれてきた。

生物濃縮

生物が元素や化学物質などを生息している環境から取

り込んで蓄積することを生物濃縮という。生物濃縮の現

象は、ふるくは海水中の銅イオンを大量に取り込んで緑

色になったいわゆるミドリガキの例が有名であるが、我

が国においては化学工場などから排出された水銀やカド

ミウムによる環境汚染との関連で公害として一般に知ら

れるようになった。しかし、生物濃縮に関して最初に注

目されたのは、南太平洋のサンゴ礁においての核実験

等により環境にばら撒かれた放射性核種に関してであっ

た。実験後の調査で、海水中に存在する放射性核種の種

類や量のパターンとそこに生息する生物のそのパターン

が大きく異なることが観察された。放射性核種の種類や

海産生物の種類によって放射性核種の生物への蓄積が違

うことが明らかになったのである。

生物濃縮という現象の生

物学的な意味については、

今だ不明な点が多い。一般

的には、生物が自身の生命

活動に必要な元素を外界か

ら取り込んで蓄積し、体の

元素組成を恒常的に維持し

ようとする現象と考えられ

ている。しかし、生物体内

に存在するすべての元素が、

生物にとって必要な元素で

あるとは考えられ難く、時

には必要と思われるレベル

をはるかに超えて濃縮され

る例がしばしばみられる。

海産生物による放射性核種

の濃縮においても、生物学的に説明するのが困難なもの

が多いが、多くの海産生物を食料として利用している我

が国においては放射性核種を濃縮した海産生物を経口的

に摂取することによる放射線被ばくという観点から重要

な問題となる。

濃縮係数

海水中に存在する元素を、海産生物がどの程度濃縮す

るかを表す指標として濃縮係数（Concentration  factor）

がよく用いられ、放射性核種の場合も同様に扱われる。

海水中の放射性核種を海産生物は呼吸器官である鰓を介

して海水から直接体内に取り込む。また放射性核種を蓄

積した餌を摂取することにより、消化管からも放射性核

種は取り込まれる。この海水からと餌からの取り込みが、

海産生物の体内への放射性核種の主要な取り込み経路と

なる（図 2）。一方、体内に取り込まれた放射性核種は代

謝されて、鰓、腎臓、消化管等から体外に排出される。海

洋生態系にあらたに放射性核種が導入されると、そこで

生活する海産生物は放射性核種を海水および餌経由で体

内に取り込み、体内の核種濃度は増加する。しかし、生

態系に放射性核種が存在する間、海産生物の核種濃度は

増加し続けるわけではない。海産生物体内の

核種濃度が高まるにつれて、単位時間に体外

に排出される核種の量も増加するため、ある

時点で生物体内に取り込まれる核種の量と排

出される量とが同じになり、平衡状態となる

（図 3）。このように環境水中の放射性核種の濃

度と生物の放射性核種の濃度が平衡状態にあ

る時の両者の濃度比が濃縮係数と定義される。

濃縮係数 =海産生物の放射性核種の濃度 /
　　　　　 環境水の放射性核種の濃度

環境水の放射性核種濃度は単位体積当たり

の濃度（Bq/ml, Bq/lなど）で表し、海産生

物の放射性核種濃度は一般に生重量当たりの

濃度 （Bq/g, Bq/kg など）が用いられる。濃

縮係数を推定する方法としては下記のような

方法がある。

1.実際に海水および海産生物の放射性核種濃

度を測定して求める方法　（環境放射能の分

析測定法）現在では測定可能な核種やフィー

ルドは限定される。
図1：海洋中での放射性物質の動き

図2：海産生物による放射性核種の取り込み・排出経路

図3：海産生物による放射性核種の蓄積
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2.海水と海産生物中の安定元素濃度の比から推定する

方法（安定元素分析法）

　海水と生物の安定元素濃度は平衡状態にあると考え

られているが、この値を放射性核種に当てはめる場

合には安定元素と放射性核種が海水中で同じ挙動を

する、すなわち同じ化学形態であるということが大

前提である。

3.放射性核種をトレーサーとして室内での水槽実験から

推定する方法（ラジオトレーサー実験法）

 特殊な実験施設が必要であり、海水と海産生物との間

で平衡状態をえるのが困難であるが、海水からの取り

込み・餌からの取り込みというように取り込み経路別

に観察でき、また水温や塩分などの生物を取り巻く環

境因子の影響についても観察できる。

放射性核種が放出されるある生態系で、海産生物が到

達し得る放射性核種濃度は理論上その生物の濃縮係数

とそこの海水の放射性核種濃度との積を超えることはな

い。したがって、原子力発電所や使用済み核燃料の再処

理工場などの施設の事前安全審査の際に、放射性廃液放

出海域から漁獲される海産物を食べることによる人への

放射線被ばくの線量を推定するのにこの値を用いれば充

分に安全を見込んだ評価となる。

水槽実験

那珂湊支所の開設当初は 50トンの海水が入る大型水

槽を用いて、海産魚の放射性核種の取り込み実験を行っ

た（写真 1）。海水に放射性核種を添加し、その中で海産

魚を長期間（2～ 3か月）飼育して海産魚への放射性核

種の蓄積を観察した。取り込み実験に続いて放射性核種

を蓄積した海産魚を放射性核種の入っていないきれいな

海水に移して、魚体からの放射性核種の排出を観察した。

蓄積および排出実験期間中、定期的に海水と魚を水槽か

ら取り上げ、ホールボデイカウンターのような放射線計

測装置で海水と魚全身の放射

能を計測した（写真 2）。その

後、魚を解剖し、筋肉、脊椎骨、

鰓、血液、肝臓、その他の内

臓などの放射能を測定して放

射性核種の体内分布を観察し

た。実験に使用した魚は茨城

県の沿岸海域で漁獲される魚

種で、採集には地元の漁協の

方々にお世話になった。大型

水槽での一連の実験では、実

験期間が長いため実験魚を健

康な状態に保つのが難しく、

海水中の放射性核種濃度を一

定に保つのも困難であつた。

また核種にもよるが実験期間

中に魚と海水の放射性核種濃度が平衡状態にならない場

合が多かった。このため実験終了後の廃液処理費の高騰

もあって廃液が多量に出る大型水槽での実験は小型の水

槽実験に移っていった。この頃になると海産生物による

放射性核種の取り込み、排出の曲線にカーブフィッテイ

ングして平衡時の濃縮係数や取り込み速度定数、排出速

度定数、生物学的半減期等の生物濃縮に関するパラメー

タが予測できるプログラムが放医研の柴田貞夫氏により

開発され、利用されるようになった。さらに測定試料の

自動交換装置が付いたゲルマニウム半導体検出器が水槽

実験に使えるようになってからは、7～ 8核種を同時に

海水または餌に添加して実験するマルチトレーサー法が

可能となり、省力化が図られた。

終わりに

放医研那珂湊支所は、その前身である東海支所の臨海

実験場として那珂湊市（現在はひたちなか市）の磯崎に

設置された。設置目的は原子力発電所や使用済み核燃料

再処理工場の稼働にともなって海洋環境に出てくる放射

性核種が、魚や貝など人間が食べる海産生物にどの様に、

またどの程度濃縮・蓄積されるかを調査研究することで

あった。この当時は日本における原子力平和利用の黎明

期で、国民は新しいエネルギーに期待するとともに食料

とする海産物の放射能汚染に不安を懐いていた。それか

ら、ほぼ 40年が経過した現在では日本の電気の約 3分

の 1は原子力で発電されるまでになり、地球温暖化防止、

エネルギーの安定供給の確保等の観点から原子力への依

存度はさらに高まるものと思われる。幸いなことに日本

においては、食の安全を脅かすような環境の放射能汚染

という事象は起こっていない。事業者は国民の安全を第

一義に考えて原子力の平和利用開発を進めるのは当然と

して、今後とも環境の安全性を確保するためにも環境放

射能の調査・研究は継続されなければならないと考える。
写真1：50トン水槽

写真2：海産生物の放射線測定装置
（ホールボディーカウンター）
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1.海洋放射能研究と濃縮係数

海洋環境に放出される放射性核種がヒトに放射線被ば

くをもたらす道筋で最も重要なものは、海産生物を食品

として利用したときにそれらに含まれる放射性核種を取

り込むことによる被ばく（内部被ばく）である。とくに

多くの原子力施設が沿岸立地し液体放射性廃棄物が海洋

放出され、一方沿岸漁業が盛んなわが国においては、そ

の経路における影響を詳細に評価する必要がある。海洋

に放出される放射性核種は時間経過とともに拡散希釈さ

れるが、海産生物はそれらを海水からあるいは餌を通じ

て体内に取り込み、ときには体内に高濃度に蓄積（生物

濃縮）することがある。どのような生物が、どのような

放射性核種を、そしてどの程度体内に蓄積するか、多様

な海産生物種、多様な放射性核種にわたって情報をそろ

えておくことが原子力の環境安全を向上する上で必須で

ある。

放射線医学総合研究所（放医研）那珂湊支所は、50

トンの大型水槽をはじめとした数多くの水槽を備え海産

生物を材料とし放射性同位元素を用いた様々な試験（ト

レーサー実験）を実施することができる施設として世界

的にも著名である。海産生物による放射性核種の濃縮現

象は線量評価計算式の中で、海水中の放射性核種濃度に

対する生物中の放射性核種濃度の比で表される濃縮係数

（CF）としてパラメータ化されており、放医研における

これら試験の目標が重要なパラメータである濃縮係数の

整備に寄与することであるということはいうまでもない

ことである。とくにトレーサー実験は自然界では通常観

察することのできない放射性核種についての知見を得る

ことができる点で非常に優れているといえる。

濃縮係数の線量評価上の重要性については原子力の平

和利用とくに放射性廃棄物の環境への放出と関連して世

界的に関心が持たれパラメータ値の整備が積極的に行わ

れている。国際原子力機関による技術報告書などがその

一例であるが 1）、一般に、濃縮係数は自然の海洋（水圏）

環境で得られた生物および海水試料について放射性核種

あるいは安定元素分析値から誘導される。これらの分析

値は自然における様々な環境要因および生物学的要因の

関わり合いの結果として到達した平衡値を示していると

仮定することができるからである。放医研那珂湊支所で

はこの点にも着目し、設立来、海産生物とくに茨城県地

先の沿岸生物について放射性核種分析および安定元素分

析を実施し、濃縮係数の整備を行ってきた。

2.線量評価と濃縮係数

放射性核種の環境放出は、それに起因する公衆の被ば

く線量（実効線量）が年間 1ミリシーベルト（mSv）の

線量限度を下回るように管理することが求められてい

る。この規制値を担保するために環境放射能モニタリン

グの実施と施設からの年間排出実績を基とした線量評価

の実施が対策としてとられており、その手法も詳細に与

えられている。

放射性核種の海洋放出に起因する被ばく線量は、海産

生物の摂取による体内被ばく経路では、以下の基本式で

計算される：

D = （  A ･  B ･  C ･  Dcf ）･ Q

ここで、

D：海産生物摂取に起因するヒトの内部被ばく線量；

A：海水中での拡散等による希釈効果を表す係数；

B：海産生物による放射性核種の生物濃縮を表す係数；

C：ヒトによる海産生物の摂取率；

Dcf：放射性核種の摂取量（Bq）から線量（Sv）に換

　算する係数；そして

Q：放射性核種の放出率

である 2）。

この計算式中のパラメータ Bには一般的には濃縮係数

元（独）放射線医学総合研究所　上席研究員
渡部 輝久

（5）「海産生物と放射能」
－海産生物濃縮実験－
Radioactivity in marine organisms

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の渡部氏

が用いられるが、濃縮係数が線量計算に大きな影響を及

ぼすことが理解され、濃縮係数にどのような値を用いる

かが大きな問題であることも理解される。

国際放射線防護委員会（ICRP）は 2007年にその基

本勧告の改訂を行い、公衆の線量限度の 1mSv の引き続

きの適用を勧告するとともに「放射線防護の最適化」の

観点から放射性廃棄物に起因する公衆の被ばく線量とし

て線量拘束値の 0.3mSvを上回らないようにとの勧告を

行った 3）。様々な放射線源がある中でそれらの放射線源

からもっとも影響をこうむり得る個人の存在とその防護

を想定してのことである。規制値の低減化、厳正化に対

応し得るパラメータ値の整備が今後も必要と考えられる

所以である。

2007年の ICRP新勧告では新たに放射線に対する環境

防護の概念が取り入れられ、放射性廃棄物の環境放出に

対してヒトのみならず環境中に生息する多様な生物種に

対する防護が積極的にはかられるべきことが勧告されて

いる。この勧告では環境生物に対する線量規制値は具体

的に述べられていないが、すでに米国では水圏環境の生

物に対して暫定値として 10mGy／ dが与えられている

例もあり 4）、環境生物に対する放射線防護の枠組み作り、

そして線量評価手法の開発が早急に求められているとい

うことができる。そして環境生物に関してより詳細な放

射性核種の生物濃縮現象が議論されることも予想される。

3.海産生物の放射能と濃縮係数

海産生物における放射性核種の濃縮係数は海洋環境に

存在する放射性核種の海産生物中濃度の海水中濃度の

比（単位：L／ kg）として誘導される。1960年代およ

び 70年代には核保有国による大気圏での核爆発実験が

多数行われ多量の放射性核種が環境中に放出された。こ

の間多数の放射能調査研究計画が組織され海洋環境に

ついても数多くのデータが蓄積されてきた。海洋中には
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図1：放射能分析および安定元素分析から誘導した魚類における137Cs濃縮係数の手法間での比較
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現在も長半減期放射性核種が存在し、海洋生態系構成員

間に分布している。これらの調査研究の中でもっとも

多くのデータが得られているのはセシウム -137（137Cs）

およびストロンチウム -90（90Sr）に関するものであり、

この二つの核種に関しては放射能データからもっとも

確からしい濃縮係数値を得ることが可能である。しかし

多くの放射性核種については必ずしも十分な数のデー

タが得られていないのも現実である。このような場合に

は海洋環境中に存在する問題となる放射性核種の安定

同位元素の分析値から濃縮係数を誘導することが推奨

されている。海産生物の放射能分析および安定元素分析

は水産食品に供せられる多様な生物種を対象とするこ

とができる点で線量評価にふさわしい濃縮係数値が得

られるものと期待される。放医研那珂湊支所では多くの

海産生物について放射能分析と並行して安定元素分析

を実施し濃縮係数を求める試みを行ってきた。図 1に

魚類の濃縮係数を 137Cs放射能分析と Cs安定元素分析

の手法間で比較した例を示す。

図にみられるように放射能分析と安定元素分析から誘

導される濃縮係数値は値のばらつき（分散）は前者で大

きいものの最確値（平均値）はほぼ等しいこと、すなわ

ち放射能分析のみならず安定元素分析によっても確から

しい濃縮係数値が得られることがわかる。前者における

ばらつきの大きなことは濃縮係数を誘導する際に用いら

れる海水中の 137Cs濃度が安定セシウム濃度に比較し海

水中で十分な均一性を示していないことにも依っていよ

う。一方、放射能分析あるいは安定元素分析を多様な海

産生物に適用することにより海産生物の濃縮係数に関す

る生物種依存性など詳細な知見を得ることが可能となっ

ている。図2には 137Cs濃縮係数の生物種間の比較を表す。

図により 137Cs濃縮係数は頭足類 <褐藻類 <魚類の順に

高くなることが理解される。
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図2：137Cs濃縮係数の海産生物間での比較

放医研那珂湊支所においてトレーサ実験、放射能分析、

および安定元素分析の結果得られた濃縮係数については

（財）原子力環境整備センターより環境パラメータシリー

ズ中に総括され刊行されている 5）。

4.海産生物中の放射能および安定元素に
　関する知見のモニタリングへの適用

多様な生物種および多様な元素に関する分析データの

蓄積により、ある生物種によるある特定の元素や放射性

核種の特異的な濃縮現象が存在することが示唆されてい

る。その典型的な例はエラコ（環形動物）のバナジウム

（V）、ワスレガイ、シャコガイ類（軟体動物、二枚貝類）

のマンガン（Mn）、マガキガイ（軟体動物、腹足類）の

ヨウ素（I）、リュキュウヒザラガイ（軟体動物、多板類）

の鉄（Fe）、マダコ（軟体動物、頭足類）のコバルト（Co）

ウラン（U）、オオハネモ（緑藻類）のテクネチウム（Tc）

およびレニウム（Re）などであり、いずれも濃縮係数値

で 105～ 106という高い値を示している 6）。この海産生

物による特異的な濃縮現象の生物学的な意味合いは今後

の海洋生物学の検討にまちたいが、海洋放射能モニタリ

ングの立場からはこれら生物の生物検出器（biological 

monitor）としての利用の可能性が考えられる。放医研

那珂湊支所ではこの点に着目し放射性核種を高濃度に濃

縮する生物を選択しわが国沿岸での放射性核種の負荷量

のマッピングを試みてきた。

4-1　褐藻類ウミトラノオとテクネチウム-99（99Tc）

褐藻類はヨウ素とともにテクネチウムを濃縮すること

が知られている。テクネチウムはその同位体がすべて放
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図3：日本沿岸における褐藻類ウミトラノオ中の99Tc濃度（mBq/kg－生）
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射性であることが知られており自然にもとより存在する

ものを検出することは容易ではない。またテクネチウム

はウラン等の核分裂で生成されその同位体の一つである

テクネチウム -99（99Tc）は生成量の大きさとともに半

減期が長い（約 21万年）ことから原子力の平和利用と

くに使用済核燃料の再処理過程で環境放出が懸念される

核種の一つとされている。放医研ではわが国各地におい

て褐藻類ウミトラノオを採取し 99Tcの分析を行ってき

た。褐藻類ウミトラノオは日本沿岸に広く分布しており

入手が容易である点で生物指標として優れているものと

考えられる。図 3には日本沿岸におけるウミトラノオ中

の 99Tc分布を示す。

わが国の沿岸の 99Tc負荷量は使用済核燃料の再処理が

すでに実施され放射性廃液が放出されている北大西洋沿

岸に比較し、およそ 2000～ 3000分の 1にすぎないこ

とが明らかになった。この放射能調査結果はわが国での

再処理事業が本格稼働する前のバックグラウンド水準を

与える重要なものとして位置づけることができる。

4-2　軟体動物と放射性銀（108mAg）

軟体動物は上に示した器官・組織だけではなく肝臓、

中腸腺等に多くの元素や放射性核種を高濃度に蓄積す

ることが知られ、生物検出器としての利用も盛んに行

われてきている。軟体動物は周期表の遷移金属やいわ

ゆる重金属、ランタニド、アクチニドや TRUを多く

含むことが知られている。その中でも銅族および周期

表上で隣り合う亜鉛族、特に亜鉛、カドミウムを効率

的に吸収する。銅族に属する銀は中性子放射化されや

すく銀の放射性同位元素 110mAgは原子力の平和利用を

行っている多くの国でモニタリング対象核種とされて
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図4：頭足類ソデイカ肝臓灰化試料のGe半導体検出器を用いた測定で得られたガンマ線線スペクトル

いる。銀のもう一つの放射性同位元素 108mAgはその存

在が 1970年代に初めて環境中に確認されたが 7）その放

射能水準も低く多くの関心は持たれてこなかった。し

かしその半減期は約 420年と比較的長く軟体動物肝臓

や中腸腺中には普遍的に検出されるので海洋生態系に

おける汚染の蓄積傾向や汚染の推移を把握する上で有

用な調査研究対象核種となり得る。図 4には頭足類ソ

デイカ肝臓灰化試料の Ge半導体検出器による測定で得

られたガンマ線スペクトルを示す。

軟体動物は魚類等に比較し、137Cs濃度は低い。この

スペクトル上では魚類筋肉中に頻繁に観察される 137Cs

の存在がソデイカ肝臓中に認められていない。

図 5には様々な軟体動物肝臓および中腸腺中の 108mAg

濃度の北日本における分布を示した。

4-3　緑藻類ハネモ類とラジウム

茨城県や千葉県の沿岸潮間帯にしばしば群落として観

察される緑藻類のオオハネモは他の緑藻類のみならず紅

藻類、褐藻類を含むすべての海藻類には認められないき

わめて特徴的な元素濃縮機能を有していることが明らか

になった。とくにアルカリ土類金属の特異的な濃縮は特

筆すべきである。さらにアルカリ土類金属の中でも原子

番号が大きくなるに従って高い濃縮能を示す。すなわち、

Ca<Sr<Baである。図 6には静電加速器を用いた PIXE

分析で得られた緑藻類オオハネモと褐藻類ウミトラノオ

の X線スペクトルを示す。二つの種間で Ca濃度には大

きな相違はみられないもののオオハネモでは Srおよび

Baで大きなピークがみられ、一方ウミトラノオではヒ

ジキなどある種の褐藻類に特徴的なヒ素（As）の顕著な

ピークが観察されることが特徴となっている。
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図５：軟体動物肝臓（中腸腺）中の108mAg濃度（mBq/kg-生）およびその比
放射能（Bq/g、括弧内の値）
 T, O, Ns, Is, T, Se：頭足類（イカ類）、B, Bs, Bt､ Bte, Nc：腹足類（エゾバイ科の巻貝）
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Raは自然に存在するアルカリ土類に属

する放射性核種で、ウラン系列の 226Ra、

トリウム系列の 228Raが海洋中にも広く存

在している。図 7に示したようにオオハ

ネモ中にはこの 2種類の核種に由来する娘

核種の存在も顕著にみられることがわかっ

た。

そしてこの二つの核種の放射能比、228Ra

／ 226Raは生息する周辺海水中の 228Ra／
226Ra放射能比を反映していることが推測

された。図 8は茨城、千葉、および広島で

採取されたハネモ類中の 228Ra／ 226Ra放射

能比を示したものである。
226Raは 1600年の半減期を有し海水中で

ほぼ一定の濃度を示す。一方 228Raはそれ

よりも短い約 3.7年の半減期でその濃度は

周辺環境の 232Thの存在量に大きく依存す

るものと考えられる。広島沿岸で採取さ

れたハネモ類は周辺環境に多く存在する
232Thの影響を色濃く反映したものである

ことが推測される。またこの事実はわが国

における自然放射線分布において西高東低

を示す事実ともよく符合する。このように

人工放射性核種のみならず自然放射性核種

の海洋への負荷もハネモ類を生物検出器と

して用いることによって明らかにすること

のできる可能性がある。

これら放射性核種や安定元素の特異的な

濃縮を示す生物の存在には今後さらに議論

されるであろう環境生物の放射線防護の問

題の中で指標生物あるいは「標準生物」の

取り扱いとも関連してより大きな関心を払

うべきものと考えられる。
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図８：ハネモ類中の228Ra/226Ra放射能比

図６：緑藻類オオハネモおよび褐藻類ウミトラノオのPIXE分析で
得られたX線スペクトル
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図７：緑藻類オオハネモおよび褐藻類ウミトラノオのGe半導体検
出器によって得られたガンマ線スペクトル
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1. はじめに

プルトニウム（Pu）は、原子番号 94番の元素で、周

期表ではアクチノイドに属する。プルトニウムには 13

の同位体が存在し、代表的なプルトニウム同位体は、
238Pu（半減期：87.7 年）、239Pu（2.413x104 年）、240Pu

（6.563x103年）、241Pu（14.36年）、242Pu（3.76x105年）

などで、そのほとんどがアルファ放射体であるが、241Pu

はベータ放射体である。核燃料として代表的な 239Puは、

原子炉燃料中で 238Uの中性子捕獲による核反応によっ

て生成する。さらに 239Puに中性子が捕獲されることで
240Puが生成する。

地球上に放出されたプルトニウムの主要な起源は、大

気圏核実験によるフォールアウトである。大気圏核実験

は、1945年から 1980年まで、543回（アメリカ合衆

国、197回；旧ソ連、219回；フランス、45回；イギリス、

21回；中国、22回）行われた（UNSCEAR,2000）。原

子放射線の影響に関する国連科学委員会の報告書を基に

して、Aarkrogは大気圏核実験によるグローバルフォー

ルアウトにより、239+240Puが地球上に 10.9 PBq （1015 

Bq）放出され、そのうち 6.6 PBq（239Pu=4.0 PBq；
240Pu=2.6 PBq）が海洋に入ったと見積もっている。また、

アメリカが 1946年から 1958年までマーシャル諸島ビキ

ニやエネウェタック環礁等で行った核実験によるローカ

ルフォールアウト起源の 239+240Puが、太平洋に 2.0 PBq

存在する。大気圏核実験以外では、イギリスやフランス

などの核燃料再処理施設、チェルノブイル原子炉事故が

主な起源である。さらに、量的に少ないが、衛星打ち上

げ失敗や事故によるものもある。たとえば、630 TBqの
238Pu燃料電池を搭載したアメリカの衛星（SNAP-9A）

が打ち上げに失敗し、大気圏に再突入し、西インド洋上

空で完全に燃え尽き 238Puが環境中に拡散した。

このたびの那珂湊支所の廃止にあたり、海洋における

プルトニウム研究の歴史と最新動向およびプルトニウム

同位体比（240Pu／ 239Pu）の海洋動態研究への活用につい

て概説する。

2. 那珂湊支所におけるプルトニウム研究の歴史

那珂湊支所における海洋のプルトニウム研究

は、1980年頃から長屋裕と中村清によって始めら

れた。日本周辺海域を含む北太平洋の海水（Nagaya 

and Nakamura,1984, 1987, 1992, 1993）、 海 底 堆 積

物 （Nakamura and Nagaya, 1985, 1990）、 海 産 生 物

（Nagaya and Nakamura,1987, Nagaya et al.,1990）に

ついて、精力的に研究が進められた。その後、プルトニ

ウムの研究は、山田正俊が引き継ぎ、旧ソ連・ロシアに

よる日本海への放射性物質の海洋投棄事件に関わる調査

（Yamada et al., 1996）を始めとして、海水・沈降粒子・

海底堆積物・海産生物（Yamada, 1997,2004；Yamada 

and Aono,2002, 2003, 2006；Yamada and Nagaya, 

1998, 2000a, 2000b；Yamada et al., 1999）の研究を発

展させた。2003年に鄭建が加わり、誘導結合プラズマ

質量分析法（ICP-MS）による研究が飛躍的に進展した。

3. 誘導結合プラズマ質量分析法による
　 プルトニウム研究

240Pu／ 239Pu同位体比は、原子炉のタイプ、核燃料の種

類や燃焼時間、核兵器のタイプなどによって異なること

が知られている。そのため、環境試料中の 240Pu／ 239Pu

同位体比を調べることにより、その起源を特徴づけるこ

とができ、環境中での挙動や移行過程解明にも役立つこ

とが期待される。例えば、主に 1960年代前半に行われ

た大気圏核実験によるグローバルフォールアウトの同位

体比は 0.18、1950年代前半にアメリカが行ったマーシャ

放射線防護研究センター環境放射線影響研究グループ
海洋動態解析研究チーム・チームリーダー
山田 正俊

（6）「世界の海を巡る放射性核種」
－外洋調査研究－
Fate of radionuclides in the open ocean

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の山田氏

ル諸島での核実験による比は 0.30－ 0.36である。また、

長崎市西山地区の土壌中の 240Pu／ 239Pu比は 0.04であ

り、グローバルフォールアウト値に比べ極めて低い。こ

れは、長崎に投下されたプルトニウム爆弾に核分裂を起

こす 239Puが高い割合で含まれていたことを示している。

同様に、エネウェタック環礁の土壌（0.065）、ムルロア

環礁の堆積物 （0.035－ 0.05）、セミパラチンスクの土壌

（0.036－ 0.067）、ネバダ核実験場の土壌（0.042－ 0.063）

などの低い 240Pu／ 239Pu比は、プルトニウム爆弾の同位

体組成に関係していると考えられる。このプルトニウム

の同位体比が異なることを利用して、その起源と海洋環

境中での挙動に関する研究を行った。

海底に堆積した泥を調べることにより、その中に記録

された過去の歴史を知ることができる。そこで、東シナ

海、日本海、オホーツク海、相模湾、西部北太平洋等の

日本周辺海域から採取した海底堆積物コアー 30本につ

いて、239+240Pu濃度と 240Pu／ 239Pu同位体比の測定を行

い、その結果の解析から、プルトニウムの輸送に関わる

海流の重要性について調べた（図 1）。その結果、海域に

より 239+240Pu濃度と 240Pu／239Pu同位体比が異なり（図2）、

東シナ海（Wang and Yamada, 2005）や相模湾（Zheng 

and Yamada, 2004）では、堆積しているプルトニウム

のうち、約 50%がビキニ核実験起源であった。また、

日本海で約 20%（Zheng and Yamada, 2005）、オホー

ツク海で約 10%（Zheng and Yamada, 2006）であった。

親潮海域である西部北太平洋は、グローバルフォールア

140°120° 160°
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図１：海底堆積物試料採取地点とビキニ核実験起源プルトニウムの堆積率（％）
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図２：日本周辺海域における海底堆積物中の239+240Pu
濃度と240Pu/239Pu同位体比の鉛直分布
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ウト起源のみであると考えられる。特に、相模湾から採

取した海底堆積物では、1950年代に堆積したところに

高い同位体比が観測され、ビキニ水爆実験の汚染の跡が

記録されていることを特定し、ビキニ環礁付近から北赤

道海流・黒潮によってプルトニウムが運ばれ、比較的速

やかに堆積したものと推定した（プレス報道）。プルト

ニウム同位体比の分析結果を総合的に解析し、 日本周辺

海域におけるプルトニウムの汚染源推定にプルトニウム

同位体比が有効であること、海洋におけるビキニ起源の

プルトニウムの移行に北赤道海流・黒潮・対馬海流など

の海流が重要であることが明らかになった。

さらに、高分解能誘導結合プラズマ質量分析法

（HR-ICP-MS）を用いて高精度に分析するための試料

導入方法の開発を行い、プルトニウム同位体について

世界最高水準の検出限界を達成している（Zheng and 

Yamada, 2006, 2007）。これにより、海水中のプルト

ニウム同位体の測定が可能となり、まず日本周辺海域

における動態の研究を開始した（Yamada et al., 2006, 

2007；Yamada and Zheng, 2008）。

4. 最新動向と今後の研究計画

日本周辺海域の海底堆積物中の 240Pu／
239Puの結果について紹介したが、海洋

全体での動態を議論するにはデータがま

だまだ不十分である。今後、海水中での

鉛直分布（図 3）およびセジメントトラッ

プ実験（図 4）で得られた沈降粒子中の
240Pu／ 239Puについても研究を行う必要

がある。

国際海洋科学研究委員会（SCOR；

Scientif ic Committee on Oceanic 

R e s e a rc h；h t t p：/ /w w w. s c o r- i n t .

org/）の国際共同大型海洋研究として、

GEOTRACES計画（ジオトレイシス：

海洋の微量元素・同位体による生物地球化学的研究；

http：//www.geotraces.org/）が本格的にスタートする。

昨年は、研究計画および航海計画策定のためのワーク

ショップが 7回（6月ホノルル、9月ドイツ、9月オッ

クスフォード、9月ドイツ、10月インド、11月バルセ

ロナ、12月サンフランシスコ）行われたが、日本から

は、研究担当者が分担して出席した。筆者は、このうち

インド・ゴアでのインド洋における研究計画策定およ

図４：沈降粒子捕集装置（セジメントトラップ）

図３：放射性核種分析用海水試料採取に用いる４筒式大量採水器
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びサンフランシスコでの分析値相互検定航海計画策定

のワークショップに出席した。GEOTRACES計画は、

1970年代に行われた GEOSECS計画（ジオセックス；

Geochemical Ocean Sections Study：地球化学的大洋縦

断研究）当時には技術的に不可能だった極微量化学物質

の分析がその後の超微量分析化学の飛躍的発展によって

可能となったことをうけて、全海洋における極微量化学

物質の詳細マッピングを行い、そこから海洋の循環と生

物地球化学サイクルの解明を行うことを目的のひとつ

としている。海洋ではプルトニウムはまだ定常状態に

なっていないこと、誘導結合プラズマ質量分析法により

比較的容易に 240Pu／ 239Pu同位体比が測定出来るように

なったこと、240Pu／ 239Pu同位体比が海水の循環と生物

地球化学サイクル解明のトレーサーとして使えそうなこ

と、などの理由により、今後、海水と海底堆積物中で

の 240Pu／ 239Pu同位体比の全球マッピングおよび海水中

での同位体比の鉛直分布の 10年スケールでの時系列変

化の観測、さらに沈降粒子中の 239+240Pu濃度と 240Pu／
239Pu同位体比の測定によるスキャベンジング過程の解

明を行う予定である。

最後に、このたびの那珂湊支所の廃止にあたり、研

究成果を記録として残しておくことが重要であると考

え、臨海実験場・那珂湊支所において行われた海洋に

おける放射性核種の分布と挙動に関する研究成果の原

著論文リストを載せる。精査したつもりであるが、前

半 20年分でリストに漏れなどがあった場合はご容赦を

お願いします。
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（7）「海の放射性核種：溶存、粒子、プランクトン」
̶青森県沖海域調査研究̶
Radionuclides in the ocean: solution, particulate matter, and plankton
-Outline of the study carried out in the waters off Aomori Prefecture-

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の日下部氏

（1）はじめに

我が国は、周囲が海に囲まれており、殆どの原子力関

連施設は海岸に隣接して立地している。原子力施設より

日常的（あるいは事故などにより）に海洋に排出される

放射性核種の動態を定量的に把握することは、近隣住民

の安心安全を担保する上で極めて大事なことである。更

には、我が国の特に沿岸域での水産業やレジャー等への

影響を考えるなら、これは我が国国民全体の関心事にな

る。ここで、動態の定量的な把握といった場合、2つの

側面がある。一つは、現状把握、2つ目は未来予測。現

在我が国の原子力施設の周辺では、環境モニタリングの

一環として、定常的に観測がなされている。これは基本

的に海水中の総濃度を調べ、汚染の有無を調査するとい

う点に重点が置かれている。これは汚染の程度を調べる

点において目的を達成しているが、未来予測を十分な精

度で行うにたるデータセットであるかどうかとなると、

疑問は残る。

海水中の放射性核種はその存在形（例えば、粒状物、

プランクトン、溶存）を変えながら、環境を移動する。

そのため、海水中の放射性核種の動態研究には存在状態

別の分布をまず明らかにしなければならない。更に、種々

な形をした核種の相互過程も定量化されなければならな

い。海水中の粒状物は放射性核種を下方に運ぶ重要な媒

体であり、多くの場合、それらはプランクトンより作ら

れる。すなわちプランクトンの遺骸、排泄物等である（沿

岸域では河川からの土砂等の無機的な粒状物も重要）。同

時に生きたプランクトンと溶存核種の関係も、海水中で

の移動過程においては重要と認識されていたが、従来あ

まり研究がなされていなかった。平成 15年度より、那珂

湊支所の研究者は外部資金を活用して、青森県六ヶ所村

沖を実験海域として、放射性核種の動態解明のための調

査研究を行ってきた。同時に室内実験において、プラン

クトンによる放射性核種の取り込み実験を行った。本研

究は、平成 20年度が最終年度であり、現在成果を取りま

とめ中ではあるが、ここにそのハイライトを紹介する。

（2）観測

海水中の様々な放

射性核種をその存在

状態別に捕集濃縮す

るため、まず平成 15

年一年間かけて、観

測技術の開発に費や

した。開発したシス

テム（現場型超大容

量海水濾過濃縮装置：

LV-FiCS）は海水中の粒子状放射性核種をサイズ別（大

粒子：> 70 µm、小粒子：1 ～ 70 µm）に採取する濾過部

と、溶存核種を吸着濃縮する部分からなる（図 1）。この

システムを用いることにより、4時間で最大約 10トン

図１：現場型超大容量濾過濃縮装置
（LV-FiCS)
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40oN

39oN
142oE 143oE
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St.2

St.4再処理施設

図２：青森県沖調査海域。赤丸は試料採取点
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程度の海水から、極微量の放射性核種の存在状態別分析

が可能になった 1）。

平成 16年より平成 19年まで、図 2に示す青森県沖海

域において、5回の調査航海を行った。現場での観測の

主なものとして、温度、塩分、栄養塩等の一般海洋観測、

LV-FiCSによる放射性核種の存在状態別採取、動植物プ

ランクトンの採取がある。

（3）観測結果

（A）海水中の137Csの分布

調査海域では、LV-FiCSを用いて数トンの海水を濾

過しても、137Csは粒状物としては検出できず、ほとん

どが溶存として存在していた。過去 4年間の溶存 137Cs

の鉛直分布とその変動を図 3に示す 2）。全般的に表層で

濃度が高く下に向かって減少する傾向が見られ、この分

布パターンは今までの報告例と比べて大差はない。定

性的には、ファールアウト由来の Csが表層に存在し、

深層に拡散移動していることで説明できるであろう。

濃度的にも既報値と同じレベルである。しかし、沿岸に

近い観測点（Stn.1 , 2）では、その表層の微細構造に季節

変動がみられる；すなわち亜表層極大の出現と消滅。こ

のような分布の変動は従来の調査では観測されなかっ

たものであり、他のデータと合わせてその変動要因の

解析が必要である。

 （B）海水中の99Tcの分布

海水中の 99Tcはその濃度が極めて低いため、あま

り測定例はなく、あったとしても表面のみである。

LV-FiCSにより、世界で始めて、海水中の溶存 99Tcの

鉛直分布が明らかになった 3）。図 4に示すように、深

度 100m あたりに 2.5mBq/m３の極大層を持ち、下に向

かって減少する分布パターンを示す。溶存 137Csのそれ

と似ているが、必ずしも一致するものではない。99Tc／
137Cs放射能比は、（0.85-1.2）×10-3の範囲で変動した。

これは、グローバルフォールアウトの値 0.41×10-3と

同じレベルにある 4）ものの、有意な差を示す。粒状物態
99Tcはここで用いた試料採取法及び分析法では 137Cs同

様検出されなかったことを考慮すると、Tcも Csも溶存

態が主要な存在形と考えられるが、必ずしもその挙動は

一致しているとはいえない。99Tc／ 137Cs 放射能比の変動

は、Tcと Csの海水中での挙動の違い、特に粒子との反

応性の違いが分布の差、及び両者の起源の差が表れた可

能性もあるが、更なるデータの蓄積とその解析が必要で

ある。因みに、英国再処理施設沿岸のデータは（300～

14000）×10-3 の値が報告されており 5）、我々のデータと

際立った差異を見せている。
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 （C）粒子中の239Pu、240Pu

2006 年、St.2 で採取した粒子中の 239+240Pu 濃度（比放

射能）とその同位体比を示す（図５）6)。Pu は Cs や Tc

と異なり、粒子との反応性は高く、主に粒子の挙動が海

水中の分布を決めている可能性がある。大粒子態 Puの

比放射能は生物生産の活発な表層では有機物により希釈

されており、粒子の分解に伴い深度とともに増加する。

小粒子は 10m層に比放射能が高い粒子が蓄積した一方、

堆積物の再懸濁粒子（比放射能は非常に低い）による希

釈のため、最下層で最小値を示す。240Pu/239Pu比は大粒子・

小粒子ともに濃度分布ほどの鉛直的な変動はなく、比較

的均一な平均値（0.22 ± 0.03）を示す。この値は、海水

中の Pu 同位体比の報告値（例えば、北太平洋（0.23 ±

0.04）7）、東シナ海（0.24 ± 0.01）8））と 大きな差異はな

い。しかし、グローバルフォールアウト（0.18 ± 0.01）9)

とビキニ環礁の土壌の値（0.31 ± 0.01）10) の中間に位置

している。海洋における Puは、各々が固有の同位体比

を持ついくつかの異なった起源を持つ（詳しくは本号の

山田正俊の論文参照）。観測された同位体比は、定性的

にはグローバルフォールアウトとビキニ環礁起源の混合

を示唆している。今後の更なるデータの積み重ねにより、

Puの動態がより定量的に示されることになる。

（D）動物プランクトンの137Cs 

動物プランクトン中の 137Cs濃度と海水中のそれとは、

大きなばらつきはあるものの、一般的に正の相関を持つ

（図 6）11）。すなわち、プランクトン中の濃度はまわりの

海水中の濃度に依存している。しかし、海水中の Cs濃

度大きくが変化しない場合でも、動物プランクトン中の

濃度は変化する。2005年 10月と 2006年 6月に Stn.1

と 2で採取した動物プランクトンの 137Cs濃度を図 7に

示す 12）。6月のデータが 10月のそれよりも約 2倍高い。

図 3にみられるように海水中の Csはこれほど大きな変

化を示さなかった。この季節変動はプランクトンの種組

成の変動に起因すると思われる。すなわち、採取したプ

ランクトンサンプルの種組成分析より、10月にはゼラ

チン質プランクトンの出現頻度が高いことがわかってお

り（図 8）12）、プランクトンの種組成により群集全体の
137Cs濃度が大きく影響をうけることが示唆される。

（4）室内実験

上記現場観測に加え、那珂湊支所において、植物プラ

ンクトンを用いた放射性核種の濃縮実験を行った。具体

的には植物プラクトン（珪藻類 2種）による放射性核種

の取り込みおよび吸着について増殖曲線の各期間（誘導

期、対数増殖期、死滅期）を通して明らかにし、濃縮係

数（VCF：体積換算）を求めた 13）（図 9）。137Csの濃縮

係数は 5～ 10であったのに対し、54Mnおよび 57Coの

濃縮係数は～ 100であった。Chaetocerosの死滅期に
137Csの濃縮係数が高くなったが、完全に失活させた（死

んだ）細胞の濃縮係数は対数増殖期と同程度であり、死

んではいないが活性が低下している細胞で濃度が高くな

ることが示唆された。

また、動物プランクトンによる放射性核種の海水から

の取り込みについて甲殻類プランクトンを用いた飼育

実験において明らかにした 14）（図10）。濃縮係数（湿重

量ベース）は植物プランクトンと同程度であった。また、

現場観測で得られた 137Csの濃縮係数とも同程度であっ

た。なお、植物プランクトンで認められた細胞の活性

低下に伴う 137Csの濃度の上昇が甲殻類プランクトンで

も認められた。この結果は活性の低下したプランクト

ンでは、137Csが K+チャネルを介して細胞内に取り込

まれている可能性を示唆している。しかしながら、プ
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図５：青森県沖海域St.2における粒子状Pu同位体の分布とその放射能比。
試料は06年6月に採取。

図6：動物プランクトンおよび溶存137Cs濃度の海域間比較。
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図7：青森県沖海域における動物プランクトンの137Cs
濃度とその年変動

図8：青森県沖海域における動物プランクトンの群集組成。
下線はゼラチン質プランクトン
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ランクトンによる詳細な 137Cs濃縮機構については、未

だよく分かっておらず、今後明らかにしていく課題の

一つであろう。

（5）おわりに

平成 15年より始まった本プロジェクトも、本年度が

最終年度になる。海洋、特に沿岸域での物質循環は、複

雑でそう簡単には、その全容はつかめない。これからは、

ジグソーパズルのごとくデータのピースを比べ、それを

繋げ、全体像を完成させなければならない。欠けたピー

スは他の研究の成果から補うことになるだろうし、見つ

からなければ次の研究のスタートになる。大気中の二酸

化炭素に対する懸念は臨海の原子力施設の建設を加速さ

せることは疑いもない。環境放射能、特に沿岸海洋環境

研究はこれからも地道に進めていかなければならない。
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放射線防護研究センター
環境放射線影響研究グループリーダー
吉田 聡

（8）「放射能、環境、そして人」
－陸域における環境放射能研究の将来－
Radioactivity, environment, and human being
- research perspectives in terrestrial environmental radioactivity -

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の吉田氏

はじめに

陸域における放射性物質の動態研究は、那珂湊支所を

中心に実績を上げ、国内のみならず世界に向けて多くの

情報が発信された。その後、担当部署は千葉の本所に移

動したが、研究は継続され、異なる分野と融合すること

で新たな展開も見せた。ここでは、それらの一端を国内

外の関連研究の動向とともに紹介し、これからの環境放

射能研究について考えたい。

より低濃度まで正確に

陸上でも海洋でも、環境放射能研究の始まりは「しっ

かりと測る」ことである。一般に環境中の放射性物質は

極めて微量で、しかも測定の妨害となるような物質が混

在する。従って、ここには「測りにくいものを」という

おまけが付くことが多い。長年にわたって測定技術の開

発・改良が進められ、測定可能な濃度の限界は下がり、

分析手法はより簡便・迅速になってきている。

特に、ごく僅かしか放射線を放出しない長半減期核種

の場合は、元素そのものを数える質量分析装置の利用に

より、その測定技術が飛躍的に向上した。例えば、ウラ

ンやプルトニウムの場合は、誘導結合プラズマ質量分析

装置（ICP-MS）を用いることで、ppq（pg/kg）レベル、

即ち溶液全体の重さの１兆分の１より少ない重さの核種

を検出することが可能となっている。これにより、ごく

微量の核種の検出はもとより、同位体比を用いた発生源

の特定も可能になっている。現在も分析機器は年々進歩

し、それに合わせた試料の前処理方法も開発されている。

加速器質量分析装置（AMS）等の非常に大型の装置を

用いた分析法も利用できるようになってきた。また、放

射性核種の濃度を測定するだけでなく、それらの化学形

態を同定するための手法の開発も進んでいる。

最新の分析法によって得られる放射性核種の濃度レベ

ルは、被ばくが問題となるレベルよりも通常遥かに低い。

しかし、ここで得られるデータは、放射性核種の環境中

での挙動を理解し、予測するために必要な知見を今後も

提供して行くだろう。

放射性核種の分析に用いられる装置のうち、ICP-MS

は一般の元素も測定可能である。これは非常に大きな利

点である。環境中での放射性核種の挙動は、共存する物

質の種類と量によって影響を受ける。そのため、目的と

する核種以外の情報を同時に得ることで、より信頼性の

高い挙動の予測が可能となる。また、通常は環境中に存

在しない核種の場合は、化学的性質が類似している安定

元素を調べることが有効である。今後も、放射性核種だ

けでなく多くの元素のデータを収集しておくことが重要

であり、このことは、地球環境中での物質の動きを解明

することに繋がり、放射線以外の環境問題を解決する糸

口にもなり得ると期待できる。

日本独自のデータの蓄積

放射線防護のための仕組みを作りそれを改善していく

国際的な作業に対し、日本は大きな貢献をしている。し

かし、議論やそのために必要な基礎データの収集は、基

本的には欧米、特にヨーロッパを中心に行われて来たと

言ってよい。環境中の放射性核種の挙動を予測するため

の様々なパラメータも欧米で収集されたものが多い。

ヨーロッパと日本では地質や気候をはじめとする自然

環境が大きく異なる。我が国独自の環境に合わせたパラ

メータを収集することは、日本の環境における放射性核

種の挙動を予測してより信頼性の高い被ばく線量評価を

行うために非常に重要である。今後、放射性廃棄物の地

層処分を検討する際等には特に不可欠になると言える。

現在、国内のデータをより集中的に収集してデータベー

スを整備し、国際原子力機関（IAEA）等を通して公開

するための作業が進んでいる。今後もこのような作業を

継続し、得られた情報を基にした評価体系を確立すると

共に、それがアジアをはじめとする世界各国の基盤とな

る様な研究を目指したい。

アジアのネットワーク

アジア各国は、急激な経済成長に伴い、深刻なエネル

ギー不足に直面しようとしている。そうした中、多くの

国が原子力発電をエネルギー生産の重要な選択肢の一つ

として位置づけ、施設の数は急速に増大している。類似

の環境条件を持つ隣国として、我が国のデータと線量評

価技術を共有できるように努力することが必要であろ

う。また、環境汚染の問題に国境は存在しない。大陸か

ら日本への酸性物質の大気輸送は、周りを海に囲まれた

日本も例外でないことを示している。今後、環境放射能

（線）とその影響に関する技術開発、観測、データ解析、

人材育成等についてのアジアを中心としたネットワーク

を構築することが重要になると考えられる。原子力先進

国の一つである日本がアジアの中で果たすべき役割と責

任は大きく、那珂湊で生まれ育った環境放射能研究は、

そのポテンシャルを十分に有している。

放射線の環境影響

これまでの放射線防護は、人を対象にしていた。しか

し、環境問題に対する関心が世界的に高まる中、放射線

が環境に与える影響を評価することが国際的な重要課題

となりつつある。国際放射線防護委員会（ICRP）をは

じめ多くの国際機関で、この問題に関する議論と合意形

成のための努力が進められている。ICRP は、人を守る

ための防護体系においては環境も十分に守られているは

ず、と言うこれまでの立場を変えていないが、環境問題

に取り組む重要性を認識して国際的な議論を先導して

いる。昨年刊行された ICRP 新勧告には、「環境の防護」

の章（第 8章）が設けられ、現在、これに続くレポート

が準備されている。

環境防護に関する議論が進む一方で、それを支えるべ

き基礎的な知見は不足している。環境生物の被ばく状態

の最も大きな特徴は、通常低線量のしかも連続的な被ば

くであることと、放射線が様々な環境ストレスの１つに

過ぎずその影響が非常に微細と考えられることである。

現在のところ、生物個体及び個体群に対する目に見える

影響（致死、罹患率、繁殖率低下、DNA損傷等）を指

標にして環境防護の枠組みを作る事が提案されている。

しかし、高線量の急照射に対する情報はある程度有るも

のの、比較的低線量率の連続照射についてはほとんど研

究がなされていない。また、放射線以外の環境ストレス

との比較や複合影響評価に関しても手法が確立されてお

らず、断片的な情報しか見られない。加えて、個体生物

で見られる影響を群集から生態系の影響にまで外挿する

ことの重要性は度々議論されるが、その具体的な手法は

ほとんど示されていない。

放医研では、これらの課題に対処するための基礎デー

タの収集を開始している。問題の解決には、放射性核

種の環境挙動、環境生物の線量評価、環境生物の影響

評価、生態系のリスク評価等の幅広い分野の知識の集

積と連携が必要である。これまでの研究の実績を基盤

にしつつも、それに捕われず、より広い視野に立った

研究を目指したい。

おわりに

世界中、特にアジアにおけるエネルギー供給が逼迫す

る中、環境放射能に関わる研究は、現在のみならず次世

代以降の人々の生活と、場合によっては生存にまで関わ

る重要課題である。今後の発展を願うと共にあらためて

研究者の責任の重さを感じる。
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放射線防護研究センター　那珂湊支所　
海洋環境調査技術開発室　
主任研究員  青野 辰雄

（9）「海の更なる安心安全を求めて」
̶海洋における環境放射能研究の将来̶
An inquiry into the safety of the sea
- perspectives on the research of radioactivity in the marine environment -

特集／那珂湊支所研究成果報告会

講演中の青野氏

1.これまでの調査研究について

那珂湊支所では、海洋に供給された放射性物質が人間

に回帰した時の被ばく線量の推定に資するためのデータ

ベースやパラメータを創出することを目的に、海洋にお

ける放射性核種と安定元素の分布や移行予測や、RIト

レーサー実験による海洋生物の濃縮機構の解析等に関す

る海洋放射生態学の研究が行われて来た。この約 20年

間に行われた主たる研究課題は次のようなもの である。

1）環境特別研究

1-1）「環境と食物連鎖に係わる公衆の被ばく評価に関する調査」

（昭和63年～平成4年）

青森県六ヶ所村の核燃料再処理工場を含めた核燃料サ

イクル施設を重点に原子力施設周辺環境と公衆の被ばく

線量評価に重要な情報を得るとともに被ばくの低減に資

することを目的に、「沿岸海域における安定元素および

長半減期核種のキャラタリゼーション」と「沿岸海域に

おける生物濃縮パラメータ」の課題を実施した。沿岸海

域の微量安定元素や放射性核種の濃度や化学形からこれ

らの変動や挙動を明らかにし、また RIをトレーサーに

用いた水槽実験から重要な放射性核種の海産生物への移

行を明らかにした 1）。

1-2）「環境における放射性物質の動態と

　  被ばく線量算定に関する調査研究」  （平成5年～平成9年）

健康・安全評価ネットワークシステムおよび被ばく線

量評価システムの高度化や精密化を図ること、また被ば

く線量モデルの設定と線量計算コードの構築に資するこ

とを目的に、「淡水及び汽水を含む水圏における移行パ

ラメータとモデルに関する研究」と「海洋における分布

と挙動」の課題を遂行した。その結果、汽水性水産物摂

取による被ばく線量推定に資するための核種濃度測定と

影響因子の定量的解析を行い、また海洋における核種分

布と挙動に関してデータを蓄積し、海域により濃度の偏

りのあることを見出した 2）。

1-3）「環境放射線の被ばく影響および

　  その低減化に関する研究」（平成10年～平成12年）

緊急時に対する、潜在被ばく線量を低く抑えるために、

化学的、生物学的、食物学的、保健学・疫学的側面から

総合的な検討を行い有効な低減策を見出すことを目的

に、「環境放射能汚染に対する生物学的修復技術開発に

関する研究」を実施した。

2）放射能調査研究

「沿岸海域試料の解析調査（1）」、「沿岸海域試料の解

析調査（2）」、「外洋の解析調査」、「日本海の放射能調査」、

「日本周辺海域の放射能の解析調査」、「水産食品摂取経

路における被ばく低減化に関する調査研究」ののべ 6課

題を平成 14年度まで実施した。海水、海産生物、堆積

物中の放射性核種の濃度や分布の調査、RIをトレーサー

に放射性核種の海産生物への移行に関する調査などを

行った。

3）経常研究、基盤的研究、放射線安全研究

経常研究として、平成 7年度まで「海洋環境中における

放射性物質の移行循環とそれに影響する因子の研究」と「海

洋生態系における元素の生物代謝変換に関する研究」を、

平成 8年度から「海洋における物質循環と放射性核種の係

わりに関する研究」、「元素の水圏挙動と生物濃縮に関する

研究」と「放射性物質の水圏環境移行モデルの検証と適用

性に関する研究」を実施した。また独立行政法人化した平

成 13年からは、基盤的研究「環境放射線防護体系構築の

ための研究」で水圏および人まわりの環境における放射線・

放射線源レベル、挙動の理解を通じて、原子力施設の線量

評価に必要なパラメータの創出を行い、放射性核種による

環境影響評価、人への被ばく線量・影響評価方法を開発す

ることを目的に「海洋における放射性物質の分布とその変

動」、「海産生物による放射性物質の濃縮およびそのメカニ

ズム」、「海洋における放射性物質の環境汚染評価」の研究

が実施された。平成 18年度からは、放射線安全研究「放

射線安全・規制ニーズに対応する環境放射線影響研究」で、

原子力産業等に関連する重要核種でありながら、現在まで

十分なデータが蓄積されていない数種類の放射性物質につ

いて、生態系における挙動、化学形態、同位体比等、線量

評価やモデル化に必要なデータを提示することを計画し、

「海洋における重要放射性核種の動態に関する研究」が実

施されている。

4）受託外部資金研究等

地球環境保全等試験研究「放射性核種をマルチトレー

サーとした海洋表層での二酸化炭素循環メカニズムに関

する研究」（平成 15年～平成 17年）3）や海洋環境放射能

総合評価委託費「沿岸 -外洋域における放射性核種の動

態の総合的調査」（平成 15年～平成 20年）が行われて

いる。また放射性廃棄物共通技術調査等委託費「放射性

核種生物圏移行評価高度化調査」（平成 19年～平成 23

年）4）の一部も実施している。

2.これからの海洋環境における
放射能調査研究について

地球上には約 14億 km3の水があると推定され、その約

98%が海水である。また海は地球の表面の約 7割を占め

ている。河川や降水などの淡水は最終的に海に流入するこ

とになる。海洋は、単に魚や海藻などの水産資源の生産循

環施設でなく、風や海流が地球上の生物の生息環境の調整

や循環システムの重要な役割を果たしている。放医研にお

いて、これまでに得られた成果や技術を基盤とし、さらな

る調査研究や研究開発を推進した時、海洋環境における放

射能調査研究は次のような展開が期待できる。

1）「沿岸生態系における放射性核種や

　重金属元素挙動予測の調査研究」

近年、地球温暖化や化石燃料の高騰に伴い、原子力施

設を用いたエネルギーの安定供給が見直され、アジア地

域でも原子力施設の建設計画が急増している。今後、生

態系への汚染物質の蓄積だけでなく、生態系、特に食物

連鎖を含めた、物質循環を考慮した放射性核種や重金属

元素の拡散や挙動の予測が必要不可欠になる。これまで

の「RIをトレーサーに放射性核種の海産生物への移行に

関する調査研究」で得られた技術や成果は、沿岸生態系

における放射性核種や重金属元素挙動予測のための RI

トレーサー技術の開発に応用できる。また、これらは環

境安全評価のための移行パラメータの構築と環境因子の

解析などの研究に反映することができる。

2）「海洋環境における放射性核種や

　重金属元素挙動のモニタリングと予測の調査研究」

これまでの海洋における放射性核種の動態の研究で

は、主として現場海域に学術研究船や調査船などの船舶

で出かけ、試料の採取を行ってきた。同軸チタンアーマー

ドケーブルに CTD（深度毎の水温塩分測定）観測装置

と採水器を取付けたシステムで、船上で水温や塩分をモ

ニタリングしながら、任意の水深で希望する量の海水の

採水を行った。マルチプルコアラー（堆積物採取装置）

では柱状堆積物を採取した。また放医研では、多層を同

時に 4時間で約 10m3の海水をろ過し、サイズ別粒子の

採取と溶存態放射性核種の選択的な捕集濃縮が可能な現

場型超大容量海水濾過装置システムを作成し、東日本太

平洋沖や西部太平洋、太平洋中央部において観測を行っ

た。しかし、船舶を用いた現場観測は、天候、日程等で

十分な時間の確保が難しく、また時系列観測や海域は限

定されたものになる。一方で、従来から船舶で行われて

来た海洋観測が、人工衛星による地球観測技術の進歩に

より、衛星リモートセンシングで、海の表面水温や海色、
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波浪などが観測できるようになった。そして広い海域を、

高解像度で繰り返し観測することができるようになり、

現場観測においても重要な情報を得ることができる。し

かし現在の技術では計測できる項目は限られている。

陸域では放射線モニタリングポストが設置され、連

続的に計測されデータの収集が行われている。ドイツ

で は   The Federal Environment Ministry （BMU） が

"Integrated Measuring and Information System  for 

Environmental Radioactivity Monitoring"  （IMIS） で、

北海やバルト海で灯台やブイに海水のモニタリングポス

トを設置し、遠隔操作で監視を行っており、計測結果を

常時ウエッブで見ることができる 5）。また「係留型自動

モニタリングシステム」や「簡易型放射能観測漂流ブイ」

については、日本海洋科学振興財団が六ヶ所村沖での研

究調査を行っている 6）。搭載されている放射能測定器は

全ガンマ線測定用の NaI である。四方を海に囲まれ、原

子力施設が海岸に隣接する我が国では緊急時に対応でき

るモニタリングシステムは必要不可欠である。しかし海

洋ではシステムだけでなく、波浪や強風等の天候の問題、

無人による監視の問題や供給電力等の問題の対策も必要

になる。一方、海水中には、多くの種類のものが存在す

る。大別すると、溶けているもの（溶存態）と粒子になる。

粒子の分類は複雑で、粒径別では小さい懸濁粒子から比

較的大きい沈降粒子、その起源別では土壌などの陸起源

粒子と生物起源粒子となる。光合成により増殖した植物

プランクトンを動物プランクトンが補食し、これを大型

プランクトン、魚類と食物連鎖で捕食が続く。その時、

遺骸や排泄に伴う糞が生物起源粒子となるが、速やかに

沈降する粒子だけでなく、小さく浮遊する粒子、また凝

集や分解を繰り返しながら循環、移動、拡散、輸送、溶

解や再懸濁などの様々で複雑なプロセスの中で、物質は

様々な形態を変化しながら循環している。そのため、海

洋における放射性物質の調査研究では、放射性核種の存

在状態別の濃度を明らかにする必要がある。そこで、現

在保有する観測機器や今後の研究開発により作成できる

装置やシステムについて述べる。

2-1）船舶等を用いた現場観測

多層同時に 4時間で約 10m3の海水をろ過し、サイズ

別粒子の採取と溶存態放射性核種の選択的な捕集や濃縮

が可能な現場型超大容量海水濾過装置システム、CTD観

測装置 -採水器システム、粒径粒度分布測定装置、プラ

ンクトンネット、採泥器を用いて表層から底層までの鉛

直的な海洋試料や関連する情報を収集することができる。

2-2）定点観測

ある観測点で、自動的に連続した試料やデータの収集

が可能な係留系を用いた観測 -がある。海底から垂直に

立ち上げた係留系にセジメントトラップ（粒子捕集装置）

を取付けることで、設定した期間毎に沈降してくる粒子

を捕集することができる。また流向流速計や自動採水器

なども目的深度に取り付け、化学だけでなく物理や生物

のパラメータの集積が同時に行なえる特徴を有する。

3）今後の海洋観測モニタリングの研究開発

これまでの海洋観測で得られた経験を元に新たな観測

システムが開発されている。

3-1） 降式計測システム

これまでの係留系を用いた海洋観測では、浅海水深に観

測機器を設置した場合、気象による問題だけでなく船舶の

航行等による影響を受け、観測を余儀なく中止させられる

場合があった。そこで、近年、海洋中層に設置した自動昇

降装置と測器を搭載した計測ブイから、制御や指示された

指令どおりに自動で、定期的に電話回線を用いて計測デー

タを受信し、モニタリングができるシステムが運用されて

いる。この装置に小型で軽量化に開発を行った NaI 等の

放射能測定装置を取り付けることにより、測点において連

続で鉛直方向のモニタリングが可能となる。

3-2）洋上観測プラットフォームによるモニタリング

全天候型の洋上観測プラットフォーム（図 .1）に、種々

の計測器を搭載し、定点における時系列観測が可能とな

る 7）。この場合、ブイシステム内部には直接測定できな

い化学成分について試料を保存するシステムも考えられ

ている。大きな動力源が搭載された場合は、全放射能の

測定だけではなく、樹脂等の吸着剤を用いて核種毎の試

料の濃縮を行い、定期的に回収すれば冬季などの現場海

域に船舶が航行できない場合などでも、欠損なくモニタ

リングのデータを取得することができる。

3-3）有索無人潜水機（ROV）や自律型無人潜水調査装置

（AUV）によるモニタリングとマッピング観測

最近、遠隔操作による水中探査機や自律型無人潜水装置

に多種類の計測センサーを搭載することで、気象条件や時

間に制約されることなく観測を行うことができるシステム

が開発され、運用されている。係留系と異なり、3次元で

データを取得できる。しかし搭載する機器やバッテリーの

重量が浮力や航行能力に大きな影響を与える。観測や調査

の目的に合わせたシステムの構築が課題である。

3　おわりに

今後、これらの観測システムの形態にあった試料採取

装置や放射能測定装置の開発を行い、さらにいくつかの

観測を複合することにより、海洋の放射能調査研究は沿

岸から外洋への広範囲において、全天候型リアルタイム

の連続モニタリングやマッピングが可能となる。また、

これまでの研究成果と合わせ、環境安全評価に対応でき

る放射性物質の拡散や挙動の予測モデルの構築等が期待

できる。そのため、放医研ではこれからも海の更なる安

心安全を求めて、海洋の放射能調査研究を推進します。
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図1：地球温暖化洋上モニタリングプラットフォームSOLAReS 
（Surface Ocean Lower Atmosphere Research System） （高津尚之氏提供）
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次  号  予  告

ごつごつとした岩肌の向こうには紺碧の空と澄んだ青い海。そしてどこまでも続く水平線。思

わず大きく息を吸ってしまう。ふと足下をのぞくと水中にはなにやら怪しげな岩の固まり。よく見ると

微妙に形を変えている。まるで花崗岩でできた、つきたてのお餅のよう。周りを見渡し、適当な長

さの棒きれを見つける。先ほど見つけた柔らかな岩の固まりを、おそるおそる棒の先端でツンツン

ツン。怪しげな固まりはのっそりとした動作で、一目散に逃げていく。そう、アメフラシ。その他に

も小魚やヒトデなど、たくさんの生きものが生きている。あぁ、気分が良い。これは私が初めて那

珂湊支所を訪れたときの体験であり印象です。

本号では平成 20 年 5 月 21日、茨城県ひたちなか市のワークプラザ勝田で開催された「放

医研那珂湊支所の研究成果」を特集しました。残念ながら那珂湊支所は平成２２年度をもって

廃止されることになりました。設立から約 40 年、恵まれた自然環境に囲まれた那珂湊支所から、

環境放射能研究に関する数々の成果が生まれました。これは研究者の努力だけでなく、事務の

方やその他関係者の皆様、そして何よりも地域の方々の支えがあったからこそだと思います。

我々の研究の多くは、国民の皆様に支えられています。支えていただいている皆様のことを忘

れず研究に励むことを、改めて感じさせられました。

コゼットの母と現代のエクステ
市川 龍資

19世紀の初め頃、フランスのある町の司教館にみす

ぼらしい身なりの一人の男がドアを開けて入ってきた。

ちょうど夕食をはじめようとしていた司教は、この男の

ために食事の仕度を追加させ、優しい態度で話を聞いて

くれた。食卓には銀の食器を並べ、銀の燭台には高級な

ろう燭を灯した。

翌朝、司教館の庭を散歩していた司教のところにお手

伝いさんが駆けつけて来て銀の食器が無くなっていると

告げた。まもなく三人の憲兵が昨夜の男を連れて司教館

にやってきた。司教は、男に向って、昨夜は銀の食器と

一緒に銀の燭台もあげたのにどうして持って行かなかっ

たのですかと訊ねた。憲兵は納得して彼を釈放した。こ

の成り行きに呆然としている男に司教は銀の燭台を 2つ

持ってきて渡した。司教は、私はあなたの魂を買ってそ

れを神に捧げますと言った。

これがジャン・ヴァルジャンとミリエル司教との出合

いの場面であり、ヴィクトル・ユゴーの小説「レ・ミゼ

ラブル」の中で最も有名な部分である。貧しさ故の空腹

に耐えかねて、たった一切れの白パンを盗んで刑務所に

入れられ、何回かの脱走に失敗して、とうとう 19年の

刑期を終えて出獄したジャン・ヴァルジャンはその後も

前科者を示すパスポートを持たされ、行くさきざきの町

の役所にそれを見せに行かねばならない義務を負わされ

ていた。これでは生きて行くすべを奪われたも同然であ

る。銀の燭台とジャン・ヴァルジャンの話は誰しもが知っ

ているが、ヴィクトル・ユゴーの書いた「レ・ミゼラブ

ル」を読んだことのある人は滅多にいない。少年少女向

けに易しく書き直した「レ・ミゼラブル」または「あヽ

無情」を読んでこのエピソードを覚えているのが普通で

ある。貫一とお宮の悲恋物語は誰でも知っているが、尾

崎紅葉の作品「金色夜叉」を読み通した人は極めて少な

いのと同じである。

ヴィクトル・ユゴーの「レ・ミゼラブル」はフランス

革命前後の矛盾に満ちた社会をするどく抉
えぐ

った一大社会

小説であり、人の心をうつ場面がいくつかある。銀の燭

台を与えたミリエル司教の話はその 1つである。

少女コゼットとその母ファンチーヌの話と貧しい人達

の悲惨な姿を描いた部分である。私生児コゼットを生ん

だファンチーヌは生きるため、コゼットを安料理屋の夫

婦に養育を頼み、働きに行く。この夫婦は悪徳のすべて

を備えた夫婦で、ファンチーヌから養育料を受取ってい

ながら五歳のコゼットを朝から晩までこき使い、衣服を

取って売り払い、自分の娘達の古いぼろぼろになった衣

服をコゼットにきせ、犬や猫と一緒にテーブルの下で食

事をさせた。夫婦はコゼットの冬の衣服が必要になった

といってお金を送ることを要求し、ファンチーヌはやむ

なく自分のブロンドの髪を切り床屋に売ってお金を送っ

た。次には、コゼットが病気になったといって治療のた

めのお金を送れといってきた。ファンチーヌはその美し

い歯を売った。これらの話は、フランス文学者で、ヨー

ロッパの貴重な古書を多数集め、また美しい挿し絵の書

物を多く入手しておられる鹿島茂さんの書いた「レ・ミ

ゼラブル百六景」という挿し絵と文章と半々くらいで構

成されている書物を参考にして書いた。この中には挿し

絵が 230枚も入っている。

最近の新聞報道によれば、中国の山奥の寒村では、娘

達が髪を頭上に高く結いあげていて、それを買いに来る

商人に売ってお金を得ているという。こうして集められ

た貧しい中国娘たちの髪は工場で脱色され、黒やブラウ

ンなどに染色されて日本に輸出されているという。ぼく

は初めて知ったが、エクステと言って、髪を束ねた付け

毛用のものが売られているのだそうである。エクステは

エクステンション（延長）の現代風略語である。これを

地毛の根元に編みこんで装着するのである。都会のエク

ステ専門店にきて若い女性がロングヘアに変身できるの

だそうである。ぼくはこれを読んで、ファンチーヌがコ

ゼットのために髪を切り、それを売ってお金を工面した

ことを想い出した。200年も昔のことが今も行われてい

るのである。

ICHIKAWA   RYUSHI（元放医研科学研究官）

「粒子放射線科学に関する助言委員会レポート」
重粒子医科学センター　丹羽 太貫

「中性子線照射に関する
　物理的な側面」
（3）組織等価物質と組織への
エネルギー付与
基盤技術センター　研究基盤技術部　
平岡 武、高田 真志
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